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令和３，4 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

統括研究報告書 

小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (A-MACS)の数理的解析に関する研究の総括 

研究代表者 中尾博之 岡山大学大学院医歯薬学域災害医療マネジメント学講座 教授 

（現 大阪行岡医療大学医療学部理学療法学科 特任教授、岡山大学医学部 客員研究員） 

研究要旨：  

目的 

被災した集団に対して最大多数が必要な医療を受けられるために、地域文化、住民のつながりを考慮して、

効率的な情報収集と迅速な意思決定が求められる。地域の最小単位である小学校区は、非災害時から医療

政策的に情報収集と意思決定の伝達が効率的である、と考えられる。 

本事業の目的は、災害医療ではグリッド・マッピング分析(GMA)に基づく健康地理学的評価に基づき、小学

校区を基本単位とした医療行政の管理・統制の支援を容易する必要があることを明らかにすることにある。こ

のために、迅速・自動化されてAIを用いた情報処理システム(A-MACS：優先業務推定及び情報可視化)を開発

する。 

方法 

資料、インタビュー、過去の災害時医療活動記録の分析により、 医療情報の健康地理学的評価の意義、在

宅医療機器の運用・管理の意義、防災計画と病院業務存続計画の関係について検討した。一方、自動情報収

集・可視化システムと優先業務順位推定システムの開発を行った。 

研究結果 

小学校区単位で健康地理学的評価をすることが、災害医療活動の負担軽減と戦略決定に有益であることを

確認した。在宅患者情報や医療機器の在庫情報、在宅患者受け入れ体制や電力供給の可視化が必要である

ことが判明した。「災害に強い地域づくりに寄与する病院に関するフレームワーク」を考案した。汎用性・拡張性

のある無償のGoogleアプリを活用して、情報入力、集計処理、可視化できるシステムを開発し、優先業務を推

定できるシステムを開発した。 

考察 

既存の広域災害・救急医療情報システムなどが情報収集に主眼がおかれているが、本システムはデータベ

ースの情報をもとに自動で活動方針を示す機能に主眼が置かれている。デジタル化は生情報を理解しやする

ためのものであり、災害時に知りたい医療活動関連情報（被害状況、医療需要、供給できる医療、追加できる

医療、インフラ、生活基盤、物流管理）を、健康地理学的評価を行い、視覚化することは有益である。視覚化の

ための地理空間情報では、平時の文化的・行政的活用のある小学校区であることが相当であるだろう。災害

時の膨大な情報を人間工学的視点で捉えるために、①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単純化、④制

限のある共有が必要である。一方、地域の災害医療に関するフレームワークから、災害への備えにおける「地

域社会のハブ組織」の存在の重要性を理解する必要性を強調していく必要がある。 

本事業 A-MACS では、クロノロジー作成の分散化、集計の自動化、データのダッシュボード化や地図へのプ

ロットが利用できるシステムを Google 無料アプリでベースに開発した。また、優先業務の選定では、ニューラル

ネットワークを用いた手法を考慮しておくことによって、前述の「健康地理学的評価とデジタル化」に活用できる

と考えている。 

一方、地域医療の中心的存在である在宅医療機器の運用・管理を一元化し、最適再配置システムの開発が

今後必要であろう。 

結論 

災害医療情報を自動で収集し、健康地理学的評価を可能にする汎用性のあるシステムの開発を行った。災

害医療では、多機関・多職種の連携が必要であり、災害時の膨大な情報を人間工学的視点で捉えるためには、

①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単純化、④制限のある共有が欠かせない。 

今後は、A-MACS の実装検証を行い、対応不十分な在宅医療運用・管理システムの開発に取り組む。 
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研究分担者 

(1) 渡邉 暁洋（岡山大学/ 助教、現兵庫医科大学危機

管理医学） 

(2) 平山 隆浩（岡山大学/ 助教） 

(3) 伊藤 弘人（労働者健康安全機構/ 本部ディレクタ

ー、現東北医科薬科大学医学部 教授） 

(4) 竹内 孔一（岡山大学/ 准教授） 

 

Ａ．研究目的 

被災した集団に対して最大多数が必要な医療を受け

られることを目的にした災害医療は、人的被害を個人単

位ではなく、地域単位で捉えることである。このために、

避難所、人口に応じた医療機関、地域文化、住民のつな

がりを考慮して、効率的な情報収集とその情報に基づく

現場に即した迅速な意思決定が求められる。小学校区

は、非災害時にも様々な領域で活動があるため、医療政

策的に情報収集と意思決定の伝達が効率的であること

が考えられる。この最小単位での地域被害の把握のた

めに、医療機関や避難所、インフラストラクチャーなどの

被害状況下における資源の再配分を判断することは、地

域災害保健医療業務継続計画の主柱となる。 

本研究者たちは、1）では、数理最適化モデルを活用し

た機械学習によって、優先的重要言語を抽出するシステ

ムの開発している。2）では被災地域における医療需要を

自動的に地図上に視覚化し、県、二次医療圏、基礎自

治体という地域の階層化されたエリアごとに、表示する

ダッシュボードを作成している。 

本事業の目的は、災害医療ではグリッド・マッピング分

析(GMA)に基づく健康地理学的評価の理解に基づき、小

学校区を基本単位とした医療行政の管理・統制の支援

を容易する必要があることを明らかにすることにある。こ

の目的を具体化させるために、災害医療における効率

性を向上させるために、迅速・自動化されて AI を用いた

情報処理システム(A-MACS：優先業務推定及び情報可

視化)を開発することである。 

 

Ｂ．研究方法 

＜研究体制＞  

研究代表者のもとに、各研究分担者が担当分野の研

究を他研究分担者の研究内容とできる限り協働しつつ、

推進した。研究代表者は、研究全体を把握し、本研究目

的の方向性を各研究が有機的にリンクできるように調整

した。 

＜研究方法＞  

各研究分担者は、厚生労働省の政策資料、関係者イ

ンタビュー、文献調査、Google Japanをはじめとする専門

技術者によるアドバイス、および過去の災害時医療活動

記録であるクロノロジーの分析により、研究が行われた。

研究代表者の調整のもとに、以下５分野の方向性を確

認するオンラインによる会議形式の議論を行った。  

各研究分担者の研究内容を以下にとおりである。  

➀医療情報の健康地理学的評価の意義（中尾博之）  

②自動情報収集・可視化システムの開発(渡邉、研究協

力者：祖父江俊、三笠毅、中谷泰久、伊藤友祐、山崎亮

太)  

➂優先業務順位候補の自動表示システムの開発(竹内、

研究協力者：山崎瑶、孝壽真治、石澤哉子、齋藤由美) 

④在宅医療機器の運用・管理の意義に関する研究(平山、

研究協力者：吉田哲也、稲垣大輔)  

⑤防災計画・地域医療計画と病院業務存続計画との関

連(伊藤、研究協力者：丸山嘉一、野口英一、有賀徹) 

 

Ｃ．研究結果 

研究分野ごとの研究結果は、次のとおりであった。 

【➀医療情報の健康地理学的評価の意義】  

自治体が把握すべき災害医療情報には健康地理学

的評価必要であり、小学校区単位でのグリッド(格子)で

捉えることが効率的である。健康地理学的評価の医療

活動関連情報である7項目について検討した。小学校区

単位で健康地理学的評価をすることが災害医療活動の

負担軽減と戦略決定に有益であることを確認した。 

【②自動情報収集・可視化システムの開発】  

①に基づき、汎用性・拡張性のある無償のGoogleアプ

リを活用して、情報入力、集計処理、可視化できるシステ

ムを開発できた。  

【➂優先業務順位候補の自動表示システムの開発】  

過去の災害時医療活動記録をもとに、優先度「高」お

よび「中」として分類される優先業務を推定できるシステ

ムを開発し、ニューラルネットワークを用いた手法が有益

であることが確認できた。 

なお、②と③両システムは汎用性があるため、互換性

を設定することができた。 

【④在宅医療機器の運用・管理の意義に関する研究】  

被災地調査・文献に基づき、災害時の医療機器管理

システムの課題を抽出した。在宅患者情報や医療機器

の在庫情報、在宅患者受け入れ体制や電力供給の可視

化が必要であることが判明した。A-MACS を基にした、

資源再配置支援システムの開発が急がれる。 

【➄防災計画・地域医療計画と病院業務存続計画との関

連】  
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国内外の過去の自然災害事例より、高齢者の被災割

合が高いことが判明し、防災計画・地域医療計画、病院

業務存続計画(BCP)の 3 つの連動性についての取り組

みから、「災害に強い地域づくりに寄与する病院に関す

るフレームワーク」を開発した。これは、医療を取り巻く病

院内・外のマネジメントに関する理解を深めることに寄与

する。 

 

Ｄ．考察 

既存の広域災害・救急医療情報システム(EMIS)や災

害診療記録及び災害時診療概況報告システム

(J-SPEED)などが情報収集に主眼がおかれているのに

対して、本システムはデータベースの情報をもとに自動

で活動方針を示す機能に主眼が置かれているところが

異なる。 

 
デジタル化とは生の情報を加工し、理解しやすくし、見

えやすくしたもののことであり、多職種・多機関間での学

習効率を上げることに繋がる、という 1)。一方、災害時に

知りたい 7 項目の医療活動関連情報（被害状況、医療需

要、供給できる医療、追加できる医療、インフラ、生活基

盤、物流管理）について、GMA を用いた多層化された地

図表示をするには、デジタル化することは有益である。ま

た、行政上の理解を深めるためには、地理空間情報を

得るために一定区分に分ける必要がある。本邦のその

区分は、平時の文化的・行政的活用があることを考慮す

ると、小学校区であることが相当であると考えている。 

災害時の膨大な情報を人間工学的視点で捉えるため

には、①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単純化、

④制限のある共有が必要である。本事業 A-MACS では、

クロノロジー作成の分散化、集計の自動化、データのダ

ッシュボード化や地図へのプロット、接続管理されたクラ

ウドが利用できるシステムを開発した。このシステムでは、

Google 無料アプリをベースに作成されているために、経

費を抑え、汎用性もある。 

優先業務の選定では、学習データを追加した場合に

高い識別精度を得るために、改善手法を考慮しておくこ

とは重要である。また、汎用性があり無料使用のできる

Google アプリをベースにシステムを展開することが可能

となったために、今後開発されるであろう諸システムとの

互換性や連携を担保できる。 

阪神淡路大震災後、急性期災害医療体制の構築がな

され、東日本大震災後避難所、介護・福祉施設を対象と

した慢性期災害医療体制の構築に重点が置かれた。し

かし、在宅医療にかかわる災害医療ではまだ十分に体

制が整っていないことが今回の調査によって明らかとな

った。特に、在宅医療機器の運用・管理は一元的ではな

く、医療機関への避難もクローズアップされていない。特

に、慢性期医療の自動化や視覚を利用した単純化が遅

れていることを意味している。重要医療資源の最適再配

置にも大きく影響を与えるであろう。 

 一方、地域の災害医療に関するフレームワークから、

災害への備えにおける「地域社会のハブ組織」の存在の

重要性を理解することができた。 

 

Ｅ．結論 

巨大災害などに備えて、災害医療情報を自動で収集

し、医療対応方針を導く汎用性のあるシステムの開発を

行った。災害医療では、多機関・多職種の連携が必要で

あり、災害時の膨大な情報を人間工学的視点で捉える

ためには、①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単

純化、④制限のある共有が欠かせない。本事業で開発

した A-MACS は、医療行政上に運用・管理しやすい小学

校区という健康地理学的評価を可能にするために、経済

的かつ汎用性があり、上記４要素を成立させているシス

テムである。今後は、A-MACS の実装検証を行い、対応

不十分な在宅医療運用・管理システムの開発に取り組

む。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 

 

Ｇ．研究発表 

各分担研究を参照 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 

 

I. 引用文献 

1) 藤本隆宏、「能力構築競争」、中公新書、2003. 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

分担研究報告書 

 

グリッド・マッピング分析による医療需要情報の健康地理学的評価に関する研究  

研究代表者 中尾博之 岡山大学大学院医歯薬学域災害医療マネジメント学講座 教授 

（現 大阪行岡医療大学医療学部理学療法学科 特任教授、岡山大学医学部 客員研究員） 

 

研究要旨： 

【研究目的と背景】 

 災害医療体制とは、医療体制上地域単位で捉えなければならなくなった状態のことである。地

域住民のつながりを考慮して、効率的な情報収集と迅速な意思決定が求められる。 

迅速に収集された情報を包括的に管理し視覚化する原理を確立し、マッピング、グリッド・マッピ

ング分析(GMA)の本質を再認識することによって、Health Geography (健康地理学)を応用した健

康地理学的評価の意義を考察する。 

【研究方法】 

 厚生労働省の政策資料、文部科学省の政策資料、文献調査、過去の災害時における医療活

動記録からなる関連情報の収集と検討により行われた。また、災害時に知りたい 7 項目の医療

活動関連情報を GMA による可視化することによる、医療活動の意思決定や将来の医療活動予

測に対する寄与についても、検討する。 

【研究結果】 

基礎自治体ごとに把握する災害医療情報と、地方自治体が把握する包括的災害医療情報の

規模が明らかになった。また、視覚化による的確・迅速なモニタリングされる必要があることが明

らかになった。GMA による７要素のデジタル地図上への配置は、地域の災害医療活動の負担軽

減に貢献するため、医療活動上の戦略に有益である。 

【まとめ】 

効率的な被害把握をするためには、小学校区グリッド(格子)による Mapping Analysis が迅速な医

療政策上の意思決定に有用である。効率よく多層化された地図表示をするためには、デジタル

化概念の理解が必要となる。「データを知的情報」に変換し、①電子化、②①による自動化、③ネ

ットワーク化（情報共有、遠隔操作）、④組織間学習、が可能となる。これら一連の効果によって、

多機関連携による多面的な理解を可能とし、意思決定と実行を容易とすることに大きく寄与する。

 

Ａ．研究目的と背景 

災害医療は、人的被害を個人単位ではなく、

医療の需要と供給が逆転した医療体制上地域

単位で捉えなければならなくなった状態のこと

である。このために、避難所、人口に応じた医

療機関、地域文化、住民のつながりを考慮して、

効率的な情報収集とその情報に基づく現場に

即した迅速な意思決定が求められる。そのた

めのツールとして、マッピングは、地形、建物な

どの機能、交通、住所による位置情報、また年

代別に地図を比較することによる経年的な変
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化を表示することができるために有用である。

その分析法の一つであるグリッド・マッピング

分析(Grid Mapping Analysis : GMA)は、格子で

区分されたマス目である「グリッド」ごとに、調

査対象項目の数値を演算にかける「グリッド演

算」によって、色分けし、有益な情報を際立た

せることである。したがって、GMAは、地勢上

のデータ（例えば人口、地理条件など）を視覚

化および、戦略策定に活用するIntelligenceに

変換する第一過程に当たる。これに医療情報

を合わせたものとして、Health Geography(健康

地理学)の応用は災害医療に大いに期待でき

る。 

本事業の目的は、災害時の医療政策に活

用するために、迅速に収集された情報を包括

的に管理し視覚化する基本原理を検討するこ

とである。加えて、地理、文化、経時的変化の

統合的観点から、医療活動の医療対応の優

先性決定、支援規模の決定、進捗状況の評価

（戦略の決定）視点に基づき、GMA による健康

地理学的評価の意義を考察する。 

 

Ｂ．研究方法  

本研究は、厚生労働省の政策資料、文部科

学省の政策資料、文献調査などからなる関連

情報の収集と検討により行われた。 

一方、災害時に知りたい 7 項目の医療活動

関連情報 

① 被害状況 

② 医療需要 

③ 供給できる医療 

④ 追加できる医療 

⑤ インフラ（電気、燃料ガス、上下水道、交通、

通信）状況 

⑥ 生活基盤（衣食住） 

⑦ 物流管理(Supply Chain Management: 

SCM: 医療ガス、衛生資機材、医療機器、

検査機器） 

について、GMA による可視化をすることによっ

て、医療活動の意思決定や将来の医療活動

予測に対する寄与について検討する。また、

避難所などの生活環境が医療負荷へ与える

影響についても検討する。 

 

Ｃ．研究結果 

全国の病院数(精神科病院を除く、令和元年

11月現在)は7,234施設、全国の一般診療所数

102,712施設、全国の公立小学校数（令和元年）

は19,432校で、基礎自治体数は、1,718あり、1基

礎自治体当たり、小学校区数は11.3区であった

1-3)。全国平均として1基礎自治体当たりの病院

数は4.20施設でなった。1地方自治体(都道府県)

あたりの平均基礎自治体数は、36.6で、1地方自

治体当たりの平均小学校区は414区、平均病院

数は154施設であった。 

医療情報を自動的に視覚化することは時間と

労力を省くことにつながり、医療政策の方針を伝

達することにも役立つことが期待される。しかし、

基礎自治体、地方自治体レベルでの規格統一

話されていない。また、平時に災害医療に関す

る事前政策を地域で十分に理解しておくことは

重要である。情報収集法だけでなく、アウトプット

となる指揮と統制（Command & Control：C2）につ

いてもシステムの構築と、使い勝手の良いその

利用法の整備が欠かせない。情報収取を行うだ

けでなく、現地に情報提供されれば現場のストレ

ス解消につながるであろう。 

一方、①～⑦７つの要素が GMA による IT に

よるデジタル地図上で、多層の重なりとして視

覚的にも認識しやすくなる。GMA に基づく可視

化の容易さに適応する項目についていかに検

討する。 

① 被害状況：医療機関からの情報提供による

患者重症度、人数、施設・設備被害 

② 医療需要：①のうち、特に重症治療が必要

となる患者数と傷病の種類、および避難所

における医療需要量 
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③ 供給できる医療：現状における医療状況と

特に不足している状況 

④ 追加できる医療：③における不足している

医療の優先性から考慮される追加すべき医

療体制 

⑤ インフラストラクチャー（電気、燃料ガス、上

下水道、交通、通信）状況：インフラストラク

チャーの備蓄と供給体制 

⑥ 生活基盤（衣食住）：避難所、介護・福祉施

設、医療機関を中心とした衣食住の需給状

況 

⑦ 物流管理（医療ガス、医薬品、衛生資機材、

医療機器、検査機器）医療を実行するため

に必要な材料や機器の供給体制 

GMA による７要素のデジタル地図上への配

置は、地域の災害医療活動の負担軽減に貢

献するため、医療活動上の戦略に有益であ

る。 

 

Ｄ．考察 

1. 【Mapping Analysis の意義と小学校区グリッ

ドの正当性】 

災害医療に係る情報を確実に吸い上げ、必

要があれば必要十分な地域に伝達される仕組

みが必要である。地域把握のために、人口、

文化、平時からの住民のつながりのあるエリア

を最小単位とする”Mapping Analysis”は効率

的・視覚的に地域の状況把握を行うためには

有用である。 

最小統括範囲は、平時より活用されている

仕組みを利用すべきであり、全国に存在する

小学校区である。医療における地政学（地理

学、地域の歴史など）の実践が高度な地区防

災計画の策定によって、行政区域の基盤となる

小学校区の強靭化につながるものと考える。医

療機関や避難所、インフラストラクチャーなどの

被害状況下における資源の再配分を判断を助

けとなるであろう。 

現在使用されている広域災害救急医療情報

システム（Emergency Medical Information 

Service：EMIS）、災害診療記録及び災害時診療

概況報告システム(Japan Surveillance in Post 

Extreme Emergencies and Disasters：J-SPEED)

と本システムは互換性を設けることは容易であ

る。一方、本システムは地域を重視し、医療需要

を視覚化し、優先業務決定の自動化するという

特徴がある。既存の２システムが情報収集に重

点が置かれているのに対して、本システムでは

情報処理や方針決定を支援することに重点を置

いている。 

 

2. 【GMA による 7 要素の評価】 

① 被害状況：医療活動をするうえで考量すべ

き被害は、人的被害と医療機関の被害状

況、医療活動を行うに不可欠な物流管理

(SCM)である。人的被害では、人数、重症

度、治療上の独断専門性を要する分野の

有無と職員の安否についての情報に基づ

く見える化が必要である。医療機関の被

害状況では、建物、大型医療機器・検査

機器・診断機器、院内通信設備、院内昇

降機、院内医療情報システム、院内インフ

ラストラクチャー関連設備について、被害

の有無を早期に確認できる必要がある。

特に医療機関の被害状況は医療活動維

持の判断に大きく影響を与える（律速因

子）。 

② 医療需要：重症患者治療は、医療資源の

大量消費や医療スタッフの疲弊につなが

りやすく、医療機関や地域の医療さえも影

響を与えかねない。他の医療活動とは切

り離して考えるべきである。 

③ 供給できる医療：人員では、災害発生時の

在院職員と院外職員に分けて考える必要

があるだろう。詳細に考えることが可能で

あれば、職種別に表記できればさらによい。
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しかし、詳細になりすぎる傾向になりえる

ために、単純化する作業とは相反すること

になるかもしれない。同様に、医薬品や医

療資機材もどこまで詳細に把握するか、と

いう課題が残る。大型機器などの機材や

⑤の院内インフラの使用状況についても

併せて考える必要がある。 

④ 追加できる医療：現時点で不足している医

療資源と不足が予測される医療資源に分

けて考える必要がある。特に不足している

医療資源については、その医療資源の優

先性（医療活動を行う上での重要性と緊

急性の 2 軸）をもとに、医療資源の供給請

求が行われるべきであろう。 

⑤ インフラストラクチャー（電気、燃料ガス、

上下水道、交通、通信）状況：現有および

備蓄状況の把握と、消費予測が求められ

る。状況把握は時間を要するので、継続

的な計測表示が可能であることが望まれ

る。消費予測は困難であるが、継続的な

表示が可能となれば消費予測も容易にな

るかもしれない。 

⑥ 生活基盤（衣食住）：阪神・淡路大震災や

東日本大震災では、震災後３日後から医

院への受診者数が爆発的に増加した。こ

れは震災による直接的な傷病だけでなく、

慢性疾患など日常的傷病に基づく受診に

よるものと推測される。したがって、被災者

の生活基盤を盤石にすることは、これらの

受診者数を低減することに寄与できるかも

しれない。 

⑦ 物流管理: ( 医療ガス、医薬品、衛生資機

材、医療機器、検査機器）：地理空間デー

タをリアルタイムに表示できるところに、物

流管理に関するデジタルマップの強みが

ある。 

以上、7つの要素が災害医療を行う上で

GMA による把握が必要であり、いくつかの

地図 layer に分けた多層表示することが求

められる。 

 

3. 【デジタル化】 

膨大なデータは、目的に従って有益な情報

の選別とその利用方法が決定が不可欠であり、

データ・クレンジングによって、データのノイズ

を取り除く必要がある。「デジタル」とは、ノイズ

（あいまいさ）を消去するために、ルールに沿っ

て、いくつかのグループに物事を分類すること

であり、漠然とした内容を理解しやすいように

「見える化」させて、「データを知的情報」に変

換させなければならない(図 1)。つまり、デジタ

ル化とは分類などによって単純化させることで

ある。データのデジタル化によって、①電子化

が可能、②①により自動化が可能、③ネットワ

ーク（情報共有、遠隔操作）が可能、④組織間

学習が可能となる(図 2)。これら一連の効果に

よって、多機関連携による多面的な理解を可

能にする。 

・見やすくなる
・概要がわかる

さらに、４小マスを、１大マスにする

データを情報にする

図 1 価値ある情報に変換すること（デジタル化） 

左マス目にある 3 色の点の概要を把握することはむ

つかしい。右マス目では、マス目内に最も多くの色種で

ある点をマス目の色とする「ルール」で表したものである。

全体の傾向が見やすくなる。 
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図 2 デジタル化の本質 

 

4. 【災害医療の Health Geography(健康地理

学)的考察】 

地図は、行政区分、インフラなどの構成を

把握する地域研究における重要なツールで

ある、という 4)。 

本研究班では、災害時の医療情報を小学

校区単位で、地図上に表示できるようにして

いる（分担研究：渡辺班、竹内班）。 

地理空間情報の表示方法には、ラスター

形式とベクター形式がある。前者は、格子で

区分し、容易に作成できるメリットがあるが、

行政境界を正確に表すことができない。一方、

ベクター形式では、正確に境界を表現でき、

線の太さ、色、線に囲まれた面の色、などの

変化のしかたなどを数値で表すことができ

る。 

一方、非医療系情報システムでは、情報

系グリッドと地理学系グリッドを多層的に共

有するために、組織間をネットワークで橋渡

しされた迅速な意思決定システムである

Network-Centric Warfare (NCW)が運用され

ている。従来の PDCA サイクルによる課題解

決思考手法よりも、「情報→活動」、というシ

ョートカット思考が可能となり、意思決定と実

行が容易となる。医療救護班のために端末

で情報を共有することを容易にする。 

 

5. 【スマート・シティ化に向けた GMA の考察】 

新型コロナ禍によって、生活様式は大きく変

化し、感染対策から様々な ICT 技術が導入さ

れつつある。安心・安全で、かつ便利な都市を

形成するにあたり、ICT を用いたスマート・シテ

ィ化は今後も推進されるであろう。スマート・シ

ティ化にあたり、3 要素（基盤整備、人材教育、

会員主義）が不可欠である。基盤整備には状

況の理解、見える化が、人材教育や会員主義

にはネットワークの形成が大いに役に立つと

考えている。これらの要素が、今後デジタルヘ

ルスの key word となるとも考えている。そのた

めには、多視野・新発想が求められ、信頼性

の高い情報に基づく異なる背景や発想をもっ

た「思考競争」が必要でもある。 

地域医療という観点からすれば、医療機関

の機能（インフラストラクチャー環境）、地形特

性（地理特性）、近隣地域特性、施設構造を視

覚化できるだけでなく、時間軸、行動様式（意

思決定）を加味することも可能であろう。 

しかし、中村氏によると、現行の地域医療ネ

ットワークは、費用、セキュリティなどの課題を

抱えており、地域を俯瞰する災害医療情報シ

ステムを早期に統一しておく必要がある、と指

摘している 5)。必要とする情報の特性は前述

に指摘した「地域医療の観点」、つまり災害で

は本研究報告における 7 要素を考慮する必要

があり、平時と災害時では異なることも考慮し

ておく必要がある。 

7 要素がデジタル化された GMA によって基

盤化に貢献できれば、図 3 に示すように災害

医療の基本となる救急医療のスマート化がな

された都市形成へと発展できるものと考えてい

る。 
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図 3 デジタル化された GMA による都市の基盤化 

デジタル化された GMA による都市の基盤化は、現場

でのガイダンス、市民の行動変容を惹起させた積極的

な対応、消防への自動通報や救急活動の円滑化（現場

活動や収容医療機関の選定など）、院外からのバーチ

ャルな到着前情報に基づく院内医療技術の進歩に寄与

する可能性がある。 

 

6. 【米国における災害地域の評価と対応】 

米国では、地震・広範囲な山火事が多発する

カリフォルニア州は災害医療に熱心な地域で

ある。この地域では、本邦で頻用されている

START 法 や Hospital Incident Command 

System (HICS)などが考案されてきた。その中

で、CA Public Health and Medical Emergency 

Operations Manual (California Department of 

PublicHealth)には、即応対応が必要で災害対

応システムの立上げに関して、そのレベルとグ

レードを表している(図４)。 

 
図４ 即応対応システム起動レベルとグレード 

また、行政による地域への優先業務順位と

その復旧目標時間も作成されている（図５）。 

 

図 5 優先業務の暫定順位と復旧目標時間 

これらは災害時の医療政策の起動時期と規

模の目安となるものであり、医療政策を実行す

るには欠かせないものであると思われる。しか

し、これらを起動させるためには、前提となる

災害医療を地域で俯瞰できることが必要でも

ある。 

 

Ｅ．結論 

経済学者 P.F.ドラッカーの「人々が関心を持

つのは、最高のものではなく、一番わかりやす

いものである」という言葉にもあるように、災害

時の混乱と収集される膨大なデータを、現代

の技術であるデジタル化によって、わかりやす
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くすることが重要である。また、わかりやすくす

るためには、災害医療では医学分野だけでな

く、地域文化、地理学、インフラストラクチャー、

物流など住民の生活を理解することも欠かせ

ない。基礎自治体、地方自治体（都道府県）、厚

生労働省の各レベルでの情報の集約と視覚化

を活用した効率的な把握（小学校区による

Mapping Analysis）は迅速な医療政策上の意思

決定を可能にする。健康地理学を併用したグ

リッド・マッピング分析は有用なツールとなる。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 
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令和 3.4 年度厚生労働省科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
小学校区グリッドに基づく A-MACS における医療支援体制への可視化による意思決定支援システムの開発の

総括 

 
研究分担者 渡邉暁洋 岡山大学学術研究院 医歯薬学域 災害医療マネジメント学講座 

（現兵庫医科大学 危機管理医学） 
 

研究要旨 

 災害時には、膨大なデータを扱う場面、かたや非常に少ないデータのなかで 必要な情報を限られた時間の

中、素早く正確に読み解く必要がある。災害対応者は、その限られた情報の中で、意思決定を行う必要があ

る。そこで災害時における医療対応を進めるための情報処理を効率的に行うためのツールの開発が求められ

ている。現在、広域災害救急医療情報システム(EMIS)や被災地情報を集約する情報システム(SIP4D、

D24H)、災害診療記録及び災害時診療概況報告システム(J-SPEED)などが災害時に活用され、災害時の情

報整理の一翼を担っている。 

本研究では、災害時における、医療提供体制を地域最小単位である小学校区において、医療機関や避難所

情報など、医療における需要と供給のバランスを是正する意思決定支援システムの開発を行うことを目的とし、

Google アプリで無料運用できる範囲において開発を行うこととした。システム開発の流れは、データの収集・蓄

積・統合から構成され、収集は Google Form、蓄積・統合は Google Sheets を用いた。またこれらの集計・分

析には計算式を入れた、Google Sheet を作成してデータベース化を行った。さらにこれらを意思決定支援シス

テムとするために Google データポータルに表示し可視化を行った。このようなシステムを、医療機関、小学校

区における災害対策本部とくに医療本部において活用することで、人的資源の少ない中、より効率的な支援計

画を作成することが可能となる。さらに各医療本部など記録されている時系列記録から業務の優先順位を決定

するシステムから業務を表示させることでより具体的な支援内容の決定に寄与できる。 

今後は、情報管理と意思決定支援システムは誰でも使用でき、使用場面でカスタマイズしやすい、クラウドシ

ステムで開発されてそれらを継続的に使用していくためサーバー機能も必要である。 

 
Ａ．研究目的 
 医療機関の被災状況を知ることはその地域の医療

対応計画の策定には必要不可欠である。被災地域

における医療機関の役割分担や、支援配分を判断

する際には、医療機関ごとの被災状況を素早く情報

収集し、集計分析、可視化し、意思決定につなげる

必要がある。そこで医療機関ごとの収集すべき被災

報告項目の抽出、報告項目の集計、集計項目の可

視化のシステム化を行った。更に被災地域の医療需

要の一要因としての避難所の状況把握として、避難

所アセスメントシート、避難者が避難所受付時に記載

する避難者カード、体調チェックシート作成を行った。  

これらの被災地情報を被災地域の小学校区にお

ける医療提供情報と被災者医療ニーズ情報の一部

を集約し、医療機関の役割分担や医療支援配分の

判断に結びつけることのできる可視化情報のシステ

ム化を目的とした。さらに病院の規模により被災状況

報告項目や位置情報は適宜変更される場合がある

ため、より自由度の高い質問票を作成する必要があ

る。 

被災状況報告フォーマットを作成し、病院の部署ご

との集計、病院ごとの集計、小学校区での医療機関

の集計しそれらを可視化し、また、活動場所などでの

時系列記録から業務優先度判定結果（竹内分担研

究）を具体的な業務優先順位をポータルサイトに表

示することで、よりきめ細やかなで具体的な地域での

医療対応計画の意思決定支援が可能となることを目

的しシステムの開発を行った。 

 
Ｂ．研究方法 
 災害時における医療機関の被災状況の収集蓄積

統合を行うために、岡山県内の、県南東部２次医

療圏５災害拠点病院における被災状況報告のフ

ォーマットを調査し、共通で使用できる報告項目
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の抽出を行った。抽出項目を Google Sheet にて

質問項目の作成を行い、それを Google form に取り

込み、被災状況の入力フォームとした。Google Form

に入力された各部門の被災状況は、Google Deta 

Portal や Google Map を用いて集計項目の出力を行

い、可視化を行った。可視化を行う際には、Google 

Map を用いているが、小学校区を分けるために、自

治体からのポリゴンデータを用いて表示を行った。被

災状況の入力フォーム、それらを表示するために１

次的にポータルサイトを作成し、医療機関ごとのダッ

シュボード、学区ごとの MAP、基礎自治体の MAP を

表示させた。 

 
 
Ｃ．結果 

1. Google Cloud を使用しすることで無償にて可視

化に至ることができた。Google Sheet に質問項

目フォーマットを作成し、フォーム作成ボタンによ

り Google Form へ取り込み被災状況入力フォー

ムを作成した（図１）。医療機関被災状況入力の

流れ以下を Google Sheet から Google Form へ

変換して被災状況入力フォームとした。 

(ア) 入力項目は、場所や入力者を入力する基

本情報と、被災状況を入力する被災情報と

して構成した。 

(イ) 医療施設名、建物、フロア、部署/場所、職

種、入力者名、連絡番号とした。さらに入力

値と位置情報を紐づけることで場所の特定

を可能とした。 

(ウ) 質問の選択項目は、あらかじめ入力値とし

て不動のものは、選択肢として入力できるよ

う簡略化をおこなっている。 

(エ) 緊急入力と詳細入力のように時系列での報

告形式を取っており、各部署や部門に見合

った質問項目を選定した。 

2. 小学校区における医療機関被災状況 

(ア) Google ダッシュボードを使用したデータ表示

し、表示単位を小学校区とした。 

(イ) 医療機関の被災状況報告は建物別表示と

して、各部門/場所からの報告を集計した。 

(ウ) 各部門/場所からの報告を総合した評価に

て病院全体として表示をおこなった。病院全

体の評価としては、報告部署にて何かしら

の異常がある場合には、病院全体の評価と

しても被災ありと表示するようにした。 

被災状況入力 Form として Google Form を用い、場

所と被災状況、自由記載可能な報告 Form を作成し

た（図 2.3.4）。入力されたデータは Google Sheet に

蓄積されデータベース化される（図５）。入力されたデ

ータより、医療機関の診療機能に影響する項目、スタ

ッフの負傷者、患者負傷者、インフラストラクチャーで

ある電気・水の障害、建物の破壊、倒壊の危険、火

災の発生、浸水の発生、通信手段の可否の項目を

選定し、フラグをたて、被災状況を点数化した

（図.6）。これらフラグを立てた被災状況項目をそれぞ

れ建物被害関連は１００点、それ以外の被災項目を

10 点として点数を医療機関ごとに合計し医療機関の

被災状況評価として集計を行った（図.７）。医療機関

ごとの詳細な被災状況報告集計は、ダッシュボートと

して可視化を行い、医療機関の災害対策本部で閲覧

をできるようになっている。報告の割合、直ちに対応

をしなければいけない項目、それらがどこで起こって

おり、どのような被災に対応すべきなのか、直感的に

理解でき、災害対策本部で対応計画を立てる要員の

意思決定の一つの要因となり得る（図.8）。医療機関

の被災状況の点数を小学校区ごとで集計することで

小学校区ごとの医療機関の被災状況を把握すること

ができ、どの小学校区の被災が大きいかを集計した

（図.9）。また、医療機関ごとの被災状況図８の結果よ

り位置をマッピングし可視化するために被災の大きさ

を円の大きさとし、色を支援の緊急性が高いものを

赤色、次に緊急性が高いものを黄色として緊急性の

ひく被災を青色として表示を行った。また、小学校区

のエリアを分けるために基礎自治体の持っているポ

リゴンデータを用いて小学校区の表示を行った
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（図.10）。各医療機関の被災状況を集計したデータ

図.9 の結果を用いて小学校区の医療機関の被災状

況を集計して、集計結果を被災の大きさを円の大き

さとし、色を支援の緊急性が高いものを赤色、次に緊

急性が高いものを黄色として緊急性のひく被災を青

色として表示を行った（図.11）。これらにより、医療機

関の部署ごとの入力から、小学校区それぞれの医療

機関の被災状況集計と詳細被災状況の確認が可能

となる。それらを集計することで小学校区ごとの集計

を地図上で見ることができる。それらを操作するため

のポータルサイト立ち上げ、広域自治体、基礎自治

体、医療機関ごとに確認することができるようにし、

災害の規模や医療対応活動における活動場所によ

って欲しい情報にアクセスしやすいサイトを立ち上げ

ている（図.12.13.14）。さらに活動場所の時系列記録

から業務優先度判定を行った結果をリアルタイムに

ポータルサイトに掲示することができる（図.15）。 

 

 

 

 

 

図１.Google Sheet による質問項目のフォーマット 
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図２.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（建物） 

 

図３.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（建物階数） 

 

 

図 4.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（被災状況入力項目） 

 

 

 

図 5. Google Form 入力後のデータベース 
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図 6. 被災状況評価のための評価フラグ 

 

 

図 7. 医療機関ごとの被災状況フラグによる評価 
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図 8. 医療機関ごとの被災状況ダッシュボード 

 

 

図 9. 小学校区ごとの医療機関被災状況集計 

 

 

図 10. 小学校区における医療機関ごとの被災状況 

 

 

図 11. 小学校区ごとの医療機関被災状況集計 
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図 12. 被災状況ポータルサイト都道府県 

 

 

図 13. 被災状況ポータルサイト広域自治体 

 

 

 

図 14. 被災状況ポータルサイト広域自治体 

 

 

図 15. 時系列記録（クロノロジー）による業務優先度

結果の表示 

 

Ｄ．考察 
小学校区における、医療機関被災状況把握のため

の被災状況報告内容はそれぞれの医療機関で大き

な違いはなかった。これら被災状況報告の質問項目

を地域全体で同様のフォーマットにて事前に作成して

おくことで地域全体の評価をすることが可能となる。

また、手書きの報告書でなく、クラウドシステムを使

用することで、集計作業の効率化を見込むことができ

る。病院内の被災状況も位置情報と紐づけることで、

部署/場所までの可視化をしていくことで、どの建物

のどの場所の被災が大きいかということを確認する

ことが容易となり、災害対応やその部署の支援を行

うための発見をより効率的にできる。病院の被災状
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況を可視化することで災害医療の原点である、資源

の有効活用に繋げることができる。 

Google Sheet に質問項目フォーマットを作成し、

Google Form へ取り込むことにより自由度の高い入

力フォームの作成を行うことができるようになってお

り、病院の規模や位置情報や建物情報などを容易に

修正することができ汎用性の高い被災状況入力フォ

ームを誰でも作成することができた。医療機関の被

災状況フォームだけでなく、避難所や薬局、介護施

設などの被災状況把握について汎用性の高いシス

テムであると考えられる。被災状況集計に関しては、

今回はシンプルに病院機能の維持という視点たち、

建物被害、インフラ被害、人的被害に絞った。しか

し、医療提供は、これら被災状況と人的資源、物的

資源、それらを補う資源などが複雑に絡み合うため、

それらを含めた、被災状況を点数化し複雑な関数や

計算式を組み込むことが必要である。Google Sheet

上でも、使用できるデータと計算式や関数に制限が

あったため、Google Sheet API などの使用がより高

度なシステムを構築するために必要であると考えら

れる。 

Google MAP を使用しマッピングと可視化を行っ

た、これらを一つの地図上に表示することも可能であ

り、被災地域の状況が地図上で確認することができ

る。地図上データを医療機関レイヤーや薬局レイヤ

ー、避難所レイヤーなどに分けることで必要な情報

のみを確認することもできる。また、基礎自治体の持

つポリゴンデータも変更し、地区の分け方を変更した

いなどの要望にも容易に対応するためには Google 

MAP API の機能を活用することで、自動でよりリア

ルタイムな集計結果を表示することが可能となる。今

回は、一時的なポータルサイトを作成し、そこへ

Google Cloud 上に置いているデータを表示させた

が、継続的な使用のためには、簡単なサーバーの機

能を持つ必要がある。 

 
 
Ｅ．結論 
 災害時には、資源に限りがある中、効率的な意思

決定をサポートするシステムは、災害対応を効果的

に実施する上で重要である。災害時には、資源に限

りがある中、効率的な意思決定をサポートするシステ

ムは、災害対応を効果的に実施する上で重要であ

る。Google のシステムは、小学校区の被災状況やそ

れらを可視化するための基礎システムとして効果的

な機能を有している。より高度なシステム管理や、よ

り高度な計算システムの構築、継続的なシステム運

用を考慮する際には、API や、ビックデータを扱える

ようなシステム導入、ホストサーバー機能を有してい

く必要がある。無償ツールを使用して作成を行ってい

るが、すべてにおいての無償利用は困難である。今

回利用している HTML は、共有サーバを必要とする

ためハードディスク、あるいはクライド環境の整備が

必要である。本システムは、小学校区での医療提供

体制を構築し、業務計画の支援をするための一助と

なり、より地域密着の医療支援に貢献することができ

る。さらに、汎用性の高いシステムでもあるので、設

問項目を追加、評価シートの追加など、幅広い保健

医療福祉に関わるすべての分野での発展も期待で

きる。 

 
Ｆ．学会発表 
1．渡邉 暁洋，平山 隆浩，中尾 博之：一般演

題，：小学校区グリッドに基づく A-MACS における医

療支援体制への可視化による意思決定支援システ

ムの開発，第 28 回日本災害医学会総会・学術

集会，岩手，2023 年 

 
G．参考資料 
広域災害救急医療情報システム
https://www.wds.emis.go.jp/ 

J-SPEED 情報提供サイト 
https://www.j-speed.org/ 
基盤的防災情報流通ネットワーク 
https://www.sip4d.jp/ 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 
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令和３，４年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

研究分担報告書 

 

クロノロジー（活動記録表）を利用した業務優先度の解析システム構築の総括 

 
研究分担者  竹内孔一 （大）岡山大学学術研究院 自然科学学域 准教授 

 
 

 

研究要旨：本報告ではクロノロジーの業務優先度を解析して推定するシステムを構築する方法について

2 年間研究してきた内容を総括する。方法: 優先度解析システムの構築を大きく 3 段階に分けて、それ

ぞれについて検討した。各段階は (1) クロノロジーの分析、(2) 機械学習を利用したクロノロジー解析

モデルの構築、(3) 解析モデルを Google ドライブと連携させた優先度推定システムの構築である。そ

れぞれの段階についてどのような方法で分析および構築を実施したか、またその背景となる問題点や制

約について明らかにする。結果: 1）クロノロジーに対して 3 段階の優先度を付与した場合に 2 名の作業

者の一致率は 0.95、Kappa 係数は 0.60 であった。クロノロジーにおいて優先度の高い業務内容は全体

の約 1%と少なく、また、中程度の業務も約 8%であった。（2）業務の優先度を識別するモデルを構築

した。方法として人手で分類した正解データを作成して、機械学習モデルに適用して識別モデルを構築

した。複数の機械学習モデルを比較した結果ニューラルネットワークを用いた手法が高い精度を示した。

(3) 優先度推定システムを災害時の利用を想定して構築した。構築したシステムは Google ドライブ、

コントロールサーバ、クロノロジー解析サーバの 3 つのサーバから構成される。Google スプレッドシ

ートでクロノロジーを作成するため Web 上で編集が可能である。Google ドライブからクロノロジーを

読み出して解析システムに適用し、優先度を付与したファイルをドライブに保存する。付与結果は

Google ドライブに置くため可視化などで利用できる拡張性のあるシステムである。まとめ: 災害時に記

録されるクロノロジーを利用して記載内容から業務の優先度を判定する解析モデルを構築した。さらに

災害時における運用を意識したクロノロジー優先度推定システムを構築し、実用に向けて考察した。 

 

研究協力者 

山崎 瑶：岡山大学大学院博士前期課程 2 年 

孝壽 真治：岡山大学工学部情報系学科 4 年 

石澤 哉子：岡山大学大学院非常勤研究員 

齋藤 由美：岡山大学大学院非常勤研究員 

 

Ａ．研究目的 

 大規模災害時において発生する業務の断片が

保健医療調整本部や病院等の災害対策本部でク

ロノロジーに記録されている。クロノロジーに

は負傷者の救援など人命に関わる優先度の高い

業務から、対策本部での打ち合わせの内容など

優先度が低い業務まで含まれていることがわか

る。現在では、こうした業務に対して、災害対

策本部で人手で優先度を判定して医療活動の資

源の配分を決定している。被害状況と機能して

いる医療機関の状況を勘案した判断は、デジタ

ル化した情報を最大限に利用することで最適化
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モデルが適用可能になり、より現場の状況に即

した判断が期待される。 

本報告では 2 年間の研究により明らかになっ

た、クロノロジーで記載されている業務の優先

度を判断するシステムの構築について明らかに

する。 

 

Ｂ．研究方法 

クロノロジーに記載されている業務の優先度

を判断するシステムを構築するためには次の 3

段階が必要である。1 クロノロジーの分析、2 ク

ロノロジー解析モデルの構築、3 優先度推定シ

ステムの構築である。各項目について下記に研

究方法について記述する。 

１．クロノロジーの分析 

クロノロジーの分析では業務の優先度の分類

基準を構築して、人手の作業による優先度分類

データの構築を行う。 

まず、分類基準であるが災害医療 1)における

トリアージの考え方を考慮して、緊急度と重要

度の 2 軸を中心に優先度を分類する。つまり、

表 1 に示すように重要かつ緊急度の高いものを

優先度「高」とし、どちらかでも高いものは「中」

と分類する。この時、重要度は生命に関わる内

容の場合に高いと判定する。 

表 1 の基準を利用して実際のクロノロジーに

対して人手で優先度を付与する。その際、判断

が揺れることが予測されるため 2 名で付与を実

施する。 

解析モデル構築のためのデータとして利用す

る際は 2 名の付与結果を集約する。優先度を低

い方から順に 1 から 3 として数値化し、2 名の

付与結果を平均した値を四捨五入した数値に対

応する優先度を最終優先度とする。 

表 1. 優先度を判定する基準 

優先度 内容 (重要度 x 緊急度) 

高 重要かつ緊急度が高い内容 

人の生命に関わる内容は重

要度が高い 

中 重要または緊急度のどちら

か一方が高い内容 

低 上記のどちらでもない内容 

 

２．クロノロジー解析モデルの構築 

 入力されたクロノロジーテキストに対して表

1 で設定した優先度を推定するモデルを構築す

る。本研究の解析モデルはクロノロジーの本文

を入力とし、優先順位の 3 段階を出力する。 

 解析モデルは機械学習の文書分類モデルを利

用する。本研究では複数の文書分類モデルを実

験的に比較してクロノロジー分類に適した手法

を検討する。文書分類モデルの構成としてベク

トル化モデルと識別モデルの 2 つモジュールが

考えられる。ベクトル化モデルは文書をトーク

ンに分割してベクトルに変換するモデルである。

識別モデルはベクトル化された文書を利用して

優先度を識別するモデルである。これらの組み

合わせとして表 2 に示したモデルを検討する。 

表 2. 文書分類モデルの比較 

ベクトル化モデル 識別モデル 

bag-of-words5) 

(BOW) 

SVM2) 

XGBoost3) 

3 層ニューラルネット

ワーク(3-layer) 4) BERT8) 

BOW+BERT 

 

BOW モデルでは文書の形態素解析として固

有表現を多く含む Neologd 辞書 6)の MeCab7)を

適用する。BERT8)は Hugging Face から配布さ

れている日本語 BERT9)を利用する。 
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文書分類モデルを評価する方法として優先度

分類を付与したクロノロジーを学習データとテ

ストデータに分けて適用する。学習データで各

モデルを学習し、テストデータの解析精度でモ

デルを比較する。評価として適合率、再現率、F

値を利用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価の対象とするデータは優先度のうち「高」

および「中」が付与されたもののみとする。こ

れは優先度の高い業務を取り出すことが重要で

あるからである。 

 

３．優先度推定システムの構築 

上記 2 で構築したクロノロジー解析モデルを

組み込んで電子化されたクロノロジーが入力さ

れた時に優先度を自動推定して、可視化システ

ムで利用できる出力を生成するシステムを構築

する。 

まず利用環境とモデルの制約から推定システ

ムの構成を下記のように検討する。クロノロジ

ーの入力および編集、利用は災害時に安定して

稼働していることが期待できる Google ドライ

ブを基本的に利用する。特に Google スプレッ

ドシートは表形式でデータの入力や保存が可能

であり、クロノロジーの記述に適している。一

方、クロノロジー解析モデルは深層学習モデル

を利用しており計算には GPU が必要である。よ

って Google ドライブでは稼働させることがで

きないため別途サーバ上で稼働させる必要があ

る。さらに、Google ドライブと解析システム間

でクロノロジをやり取りするために接続するコ

ントロールサーバが必要となる。システムの構

成を図 1 に示す。 

 

図 1: 優先度推定システムの構成図 

 

Google ドライブにはアクセス権限のコント

ロールがあるため、書き込み時には認証された

ユーザである必要がある。これによりクロノロ

ジーの入力や閲覧に対して細かく利用できるユ

ーザを設定できる利点がある。また、Google ド

ライブを利用することで、優先度を解析した結

果を Google 上の他のサービスに利用すること

が容易となる。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を利用してい

ない。ただし、研究を遂行する上で、倫理的側

面を充分に配慮しながら実施した。なお、本研

究分担者・協力者は、研究分担者と同じ組織に

所属している。 

 

Ｃ．研究結果 

１．クロノロジーの分析 

クロノロジーに対して 2 名で優先度を分析した

結果を表 3 に示す。分析データは西日本豪雨災

害時のデータの一部である。優先度「高」「中」

「低」に対して 2 名の一致率は約 95%、さらに

優先度推定システム

クロノロジー
解析サーバGoogleスプ

レッドシート

Googleドライブ

コントロールサーバ

GPU
(クロノロジー)
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偶然の一致度を引いた Kappa 係数では約 0.6 と

高い値を示している。また、付与数は少ないが

2 名とも優先度「高」または「中」を付与した

データに対する一致率、Kappa 値とも良好に付

与されていることが示されている。この結果は

3 クラスの優先度付与は安定して付与できる可

能性を示している。 

表 3 作業者 2 名による優先度付与の結果 

対象優先度 高・中・低 高・中のみ 

データ数 4462 204 

一致度 0.947 0.911 

Kappa 係数 0.598 0.715 

 

この分析を踏まえて作業を拡張して解析モデ

ルの学習およびテストに利用する優先度分類デ

ータを構築した。表 4 に優先度の内訳を示す。 

表 4 構築した優先度分類データ 

データ名 高 中 低 合計 

データ 1 63 398 1452 1913 

データ 2 48 375 4040 4463 

 

データは 2 種類作成した。両データとも豪雨

災害のクロノロジーである。また 2 名の付与作

業から上述のように平均して集約した結果であ

る。各優先度のクロノロジーの件数をみると、

優先度の「高」の事例が少ないことがわかる。

つまり、多くの優先度の低い業務の中で、数少

ない優先度の高い業務を災害対策本部が判断し

処理していることがわかる。 

２．クロノロジー解析モデルの構築 

表 3 のデータを利用して、解析モデルを評価す

る。文書分類モデルにおける識別モデルは学習

データとテストデータが必要になる。そこで、

分析データを 8 対 2 に分割して、学習データと

テストデータを作成する。またニューラルネッ

トワークの比較では学習回数を調整するための

データを開発データとして分ける必要がある。

その場合には学習、開発、テストデータの比率

は 6、2、2 の比率で分割した。 

 まず、表 2 の組み合わせにおいて、ベクトル

化モジュールを BOW に固定した際の識別モデ

ルの比較を行う。表 4 のデータ 1 を利用して、

各識別モデルのテストデータを評価した結果を

表 5、表 6 に示す。 

表 5. 識別モデルの比較(「高」) 

モデル 適合率 再現率 F 値 

SVM 0.357 0.333 0.345 

XGBoost 0.500 0.07 0.117 

3-layer  0.500 0.40 0.444 

 

表 6. 識別モデルの比較(「中」) 

モデル 適合率 再現率 F 値 

SVM 0.564 0.473 0.515 

XGBoost 0.657 0.473 0.550 

3-layer  0.568 0.581 0.574 

 

上記の表でF値に着目すると 3-layerのニュー

ラルネットワークがどちらの分類も高い精度を

示している。この時 3-layer ニューラルネットワ

ークは入力層から順に 300、100、3 個のユニッ

トで構成されている。これらの結果から、ニュ

ーラルネットワークによる識別モデルが優先度

推定に有効であることがわかる。 

次に、ベクトル化モデルの違いについて実験

する。表 2 に示したように、BOW、BERT、

BOW+BERTの3種類のモデル化について3-layer

の識別モデルを利用して優先度推定の実験を行

った。データ 2 を利用して評価した結果を表 7

と表 8 に示す。 

表 7 は優先度「高」に対する各モデルの識別

結果を示し、表 8 では「中」に対する識別結果
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を示している。両方の優先度において、

BOW+BERT モデルが高い値を示している。

BERT は大規模な日本語データを事前に学習し

ている深層学習モデルであるため、言語に対す

る幅広い情報が学習されている。しかしながら

F 値をみると、「高」「中」のどちらの分類に対

しても、BOW に対して優位性を示すことができ

ていない。これは特定の専門用語が BERT では

学習されていないことが原因と考えられる。 

表 7. ベクトル化モデルの比較(「高」) 

モデル 適合率 再現率 F 値 

BOW 0.33 0.17 0.22 

BERT 0.13 0.92 0.23 

BOW+BERT 0.27 0.50 0.35 

 

表 8. ベクトル化モデルの比較(「中」) 

モデル 適合率 再現率 F 値 

BOW 0.30 0.30 0.30 

BERT 0.35 0.19 0.25 

BOW+BERT 0.33 0.46 0.38 

 

また、表 7 と表 8 はデータ 2 に対する識別結

果であるが、データ 1 に対する結果の表 5 と表

6 の 3-layer と比較すると F 値が下がっている。

これはデータ 2 の方が「高」「中」ともにデータ

1 に対して数が少なく識別がより難しい内容に

なっているためである。このように、クロノロ

ジーの優先度の分布が異なるデータに対する実

験を実施することで、識別モデルの影響を実験

的に明らかにした。 

 

３．優先度推定システムの構築 

 図 1 の構成図をもとに、Google スプレットシ

ートとコントロールサーバ、およびクロノロジ

ー解析サーバを接続するデモシステムを構築し

た。構築したシステムがどのような操作になる

か具体的に説明する。 

 図 2 はクロノロジーを Google スプレッドシ

ートの表示である。スプレッドシート形式であ

るため、既存の Excel によるクロノロジーの記

述スタイルを同様に再現することができている

ため、Google スプレッドシートの経験がない入

力者でも操作に違和感を感じないことが期待で

きる。 

 

図 2: Google スプレッドシートによるクロノロ

ジーの入力画面 

 

 スプレッドシートに入力されたクロノロジー

に対して優先度付与を実行する。この実行には

別のコントロールサーバ上でブラウザから操作

できるように構築した。図 3 にコントロールサ

ーバの画面を記載する。 

図 3: 優先度付与システムのコントロールサー

バの操作画面 

 

上記で示した Google スプレッドシート上の

クロノロジーは図 3 の左側の「ファイル名」の

リンク先になるように設定している。よって、

図 3 の真ん中に青色で示されている「推定開始」
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ボタンを押すことで、コントロールサーバが

Google スプレッドシートを読み出して、クロノ

ロジー解析サーバに送り出して、優先度の推定

の計算を開始させることができる。 

図 2 のクロノロジーのファイル名は「テスト」

である。推定の時間はクロノロジーの長さによ

って異なり、構築したシステムでは約 2400 行

のクロノロジーで 1 分程度の時間がかかる。推

定が終了すると、推定結果の Google スプレッ

ドシートが Google ドライブ上に作成されて、

そのリンクがコントロールサーバの Web 操作

画面に出力される。そのリンクが図 3 の「結果」

の列にあるリンクで、「テスト」に対する推定結

果は「テスト_推定.xlsx」というファイル名で作

成される。推定結果のファイルを図 4 に示す。 

図 4: クロノロジーの各業務の優先度推定結果 

 

推定結果は各行の右側に新たに付与して示し

ている。推定は「高」「中」「低」のラベルだけ

ではなく、緊急度の色も付与して提示している。

またモデル内で出力しているスコア値を同時に

出力する。これによりどの程度の信頼度で優先

度のタグが出力しているか参考になるように配

慮している。 

 

Ｄ．考察 

１．クロノロジーの分析に対する考察 

 作業者によるクロノロジーの優先度分析にお

いて、初期の頃は内容を基に分類していたが、

途中から個々の内容だけでなく、前後内容と事

情を勘案して優先度を付与するように変更した。

例えば図 5 にクロノロジーの優先度付与事例を

示す。 

図 5: クロノロジーの優先度分析の例 (文書は

一部伏せ字に置換している) 

 

 図 5 の 1 と 2 番の事例に示すように備品の調

達や単なる伝達の記録などの優先度は「低」と

分類する。一方、4 番の事例は「災害対策本部

で対応」とあるため単なる伝達であるが、給水

が 1 日以上空いていること、また直前の 3 番は

同じ病院の内容で 2 行にわかれて記載されてい

ると判断できるので、優先度を「中」として判

断する。同様に 5 番の事例も伝達の内容である

が、1 番と同じ病院でバッテリーなど引き続き

要請が続いていることから優先度を上げて判断

している。6 番も 3 番と同じ病院で水不足が解

決していない状況での依頼であるため内容は伝

達であるが優先度を上げている。 

 よってクロノロジーの優先度を付与する場合

には日時と発・受と前後の内容から状況を理解

して分析する必要があることが明らかになった。 

 また、本研究で利用したクロノロジーは豪雨

災害時に記録された内容である。優先度推定の

幅を広げるために地震など他の災害時に記録さ

れた事例についても分析する必要がある。 

２．クロノロジー解析モデルの構築に対する考

察 

 解析精度を向上させる余地としてベクトル化

モデルの改良が考えられる。表 7と表 8でBERT
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を利用したベクトル化モデルを適用したが、利

用した BERT は 12 層の小さいモデルである。

しかしながら、実験的には 24 層の BERT が高

い精度を示すことが知られている 8)ことから、

より大きいモデルを適用することが考えられる。

さらに Transformer の Decoder 部分を事前学習

せた生成系のモデルも開発されており 10)異なる

モデルを適用することも考えられる。 

 また BOW 手法を BERT とともに利用すると

F 値が向上することから専門用語を扱えること

ができると精度が向上することが見込まれる。

これは BERT がニューラルネットワークの制約

から扱える単語の種類に制限があり、専門用語

が正しく捉えにくいため、その部分を BOW が

補完していると考えられる。一方で BOW は

Neologd 辞書により専門用語をある程度とらえ

られるが (例えば「抗凝固薬」など 1 語として

出力) 語彙数が大きいためスパースなベクトル

になり、表 7 に示すように再現率で大きく下げ

る場合がある。災害医療のテキストを事前に学

習して取り入れた大規模言語モデルの利用が考

えられる。 

３．優先度推定システムの構築に対する考察 

Google ドライブを利用した優先度推定のデモ

システムを構築して、実用化に向けていくつか

の課題があることが明らかになってきた。下記

に取り上げて整理する。 

1) クロノロジーの入力について 

本研究で構築したシステムではクロノロジー

入力は Google スプレットシートにユーザが入

力する形で構成している。しかしながら、

Google スプレッドシートの編集にはユーザ登

録が必要であるため、災害時に登録がないユー

ザが入力する場合には操作が煩雑となる。 

 これを回避する方法としては入力をアンケー

ト形式で入力できる Google フォームを利用す

ることが考えられる。フォームの場合、Web で

アクセスできれば項目を入力することができる

ため、ユーザ登録が不要である。さらにフォー

ムを整備して入力を選択形式など補助できる機

構も利用できるため利便性が高い。 

 一方で、Google スプレッドシートを直接編集

する機能も必要である。これは一度入力された

内容の修正が必要な際にシートを直接編集する

ことで修正が容易に可能となる。 

2) システム構成について 

構築したデモシステムは図 1 に示したように

Google 以外に 2 つサーバを必要としている。1

つは GPU 搭載のサーバであり、クラウドを利用

する場合でも費用がかかるモデルとなる。でも

サーバでは研究室で所有するサーバ上で構築し

ているが、実運用では専用の GPU サーバを運用

する必要がある。一方でコントロール用のサー

バは今回、研究室のサーバが外部からの自動的

な接続が不可能であるため、別サーバとして構

築する必要があった。GPU サーバが外部からの

アクセスを受け付けることができればコントロ

ールサーバも GPU サーバ上で構築すれば良い。

その場合は必要とするサーバを 1 つ減らしてシ

ステムを軽量化することができる。 

3) 講習会での利用 

 構築したデモシステムを開発チーム以外の受

講生に利用いただく機会を得た。その際、提供

したシステムは現在の一つ前段階のシステムで、

コントロールサーバを持たずに Google スプレ

ッドシートに埋め込んだボタンを操作するアプ

ローチをとっていた。するとスプレッドシート

のアクセスにはユーザ認証が必要なこと、また

携帯で利用できる Google スプレッドシートの

操作には限りがあり、設定したボタンが動作せ
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ず推定システムが働かないことがわかった。 

 本稿で提案しているコントロールサーバを取

り込んだモデルはこの時の不具合に対応したも

のである。コントロール部分を通常の Web ペー

ジ形式で作成しているため、PC だけでなく携帯

端末からでも動作が可能である。2 年間という

短い期間ではあったがシステムを開発してさら

に講習会等で利用して、フィードバックを得て

改善できたことで、より実用に近いシステム構

成を提案できていると考えられる。 

4) 実運用に向けて必要な点 

 本稿で記述している優先度推定システムを実

際の災害医療の現場で利用するためにはいくつ

か拡張する点がある。最も大きい 2 点を取り上

げると、一つは解析システムの精度向上のため

に、優先度付与付きのクロノロジーを幅広い災

害を対象に作成することである。本研究では豪

雨災害を中心に分析したが、地震や火山の噴火、

事件、事故といったあらゆる災害での優先度判

定付きのクロノロジーを作成することができれ

ば、災害の種類を選ばず稼働する優先度推定シ

ステムを作成することが期待できる。また、実

運用に向けて必要な点は専用の GPU サーバの

運用である。自動判定システムの構築において

ニューラルネットワークモデルは現状でもっと

も期待できる識別モデルである。よって GPU サ

ーバは実用では必要となる要素と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

災害時において記録されるクロノロジーを利

用して記載内容における業務の優先度を推定す

るシステムを構築した。システムの構築のため

にクロノロジーに人手で業務の優先度を付与し、

そのデータをもとに優先度を解析するシステム

の構築した。その結果次のことが明らかになっ

た。（１）2 名の作業者による優先度の付与作業

では一致率は約 0.95 で Kappa 係数は 0.6、優先

度「高」「中」に対して一致率は 0.91 で Kappa

係数は 0.72 であった。優先度の付与はクロノロ

ジーの文書の前後を勘案して判断する必要があ

る高度な作業であるが、ある程度 2 名の作業者

で一致した判断が可能なことが明らかになった。

（２）クロノロジー解析モデルとして BOW+ 

BERT を利用したニューラルネットワークによ

る識別モデルが高い解析精度を示した。（３）ク

ロノロジー優先度推定システムを Google ドラ

イブとコントロールサーバ、クロノロジー解析

サーバの 3 つのサーバで構築できることを示し

た。これにより、災害時の運用を意識した構成

であることを示した。（４）実運用に向けて、取

り扱うクロノロジーの災害の幅を広げること、

専用の GPU サーバを構築する必要があること

を明らかにした。 
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分担研究報告書 

 
大規模災害時に生命維持管理装置を運用するための課題と今後の展望 

 
研究分担者 平山隆浩 岡山大学大学院医歯薬学域災害医療マネジメント学講座 助教 
       （現 岡山大学学術研究院 医歯薬学域 地域二次救急・災害医療推進講座 助教） 

 
研究要旨 
 現代の医療では医療機器が必要不可欠であり、使用の場は病院から在宅へと拡大している。近年、自然災

害は激甚化しており大規模災害に伴う停電は、病院機能の維持、生命維持管理装置を運用する上でクリティカ

ルな影響を及ぼす。本研究では、有事の際に医療機関、在宅医療、自治体や企業などのステークホルダーが

もつ課題、多機関連携のために必要な情報収集方法を現地ヒアリングや論文・報告をもとに検討した。北海道

胆振東部地震では、災害拠点病院でも非常電源容量の不足がおこった。非災害拠点病院ではさらに多くの医

療機関で医療設備や人材の課題で患者受け入れが困難な現状がある。また在宅医療の災害対策は不足して

おり、対応は企業に依存している。有事の際は、医療ニーズの増加に対して、医療資源の不足が起こるため、

各医療機関が業務継続計画（BCP）に基づき事前に備え、地域全体で多機関が連携して準備や訓練を行うこと

が重要である。しかし、多機関連携の課題として平時では協働する機会が少ないこと、運営母体が違うことや異

なったシステムを使用していることから、情報の集約化やデータの効率的な活用ができていない。今後は病院

のインフラや資機材情報や在宅患者の個別避難計画の電子化情報をもとにして、有効な多機関連携情報収集

モデルの確立及び、実証実験を行なっていく。 
 
 
Ａ．研究背景 
 現代の医療で医療機器は診断や治療を行う上

で必要不可欠となっている。その中でも、特に人

工呼吸器は国内の小規模から大規模まで多くの

医療機関で使用されている（表 1）。 
 
表 1．一般病床・療養病床を有する病院におけ

る人工呼吸器等の取扱台数の推定 1）

 
 
また、医療は在宅へシフトしており、在宅医療の

人工呼吸器装着患者は、2013 年から患者数は、

気管切開下陽圧人工呼吸器装着者で約 1.5 倍、

非侵襲的陽圧人工呼吸装着者で約 1.3 倍へと

増加している 2）。また、恒常的に医療的ケア（人

工呼吸管理、喀痰吸引、その他医療行為）を受

けている児童は、年々増加している 3）。 

 近年、自然災害は激甚化しており、2018 年に

発生した北海道胆振東部地震では、広範囲に長

時間の停電が発生し、医療機関や在宅医療の

現場で医療継続が危ぶまれる事例が発生した。 
また、新型コロナウイルスパンデミックでは、世

界的に人工呼吸器の不足がおこった。本邦にお

いても、人工呼吸器や消耗品の国内在庫数の

把握が困難であったことや、ほとんどの医療機

器や消耗品を外国からの輸入に依存しているこ

とから、サプライチェーンの脆弱性の課題が浮き

彫りとなった。このように、災害や新興感染症パ

ンデミック時は、医療需給バランスが崩れてしま

うため、自治体、災害拠点病院や感染症指定医

療機関及び地域の企業を含めた各種ステークホ

ルダーが一丸となり、医療ニーズに対して限りあ

る資源を適正に分配することが重要である。しか

し、現状はそれぞれの運営母体が異なること、

情報共有システムが整っていないことなど多機

関連携には課題がある。 
 本研究では、有事の際に医療を継続させるた

めに必要な情報収集や多機関連携モデルを構

築するために、A-MACS として情報共有や連携

する上で重要な項目について、生命維持管理装

置に重点を置き、調査及び検討した。 
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Ｂ．研究方法 
 生命維持管理装置を運用するために必要な、 
医療設備、医療機器/消耗品の把握、人材、多

機関連携に関する課題を、現地ヒアリングや論

文や報告から抽出した。 
 
１．北海道の災害拠点病院及び、在宅医療事業

者へのヒアリング及び論文・報告をもとに課題を

抽出した。 
 
２．厚生労働省にて行われた調査、「病院におけ

る災害対策に関わる設備状況等について」4）か

ら、災害時に患者を受け入れる可能性がある二

次救急病院を抽出し、停電時における緊急度が

高いと予測される人工呼吸器を使用することを

想定して、インフラに関わる項目、病院機能など

のリスクを算出した。 
 
３．医療機関における災害時の医療機器供給体

制の課題を、論文 及び報告をとおして検討を行

った。 
 

４．保健所と在宅人工呼吸器メーカーにヒアリン

グをおこない、多機関連携を効率的に行うため

の仕組み作りについて検討した。 
 
Ｃ．結果 
1．北海道胆振東部地震のヒアリング及び調査 
 2018 年 9 月 6 日（木）午前 3 時 7 分、北海道

胆振東部地震が発生し、苫東厚真火力発電所

の停止を発端として、道北、函館で停電が発生

した。さらに、午前 3 時 25 分に本州からの電力

が停止し、ブラックアウトが発生した。 
 調査した札幌市内の災害拠点病院では、近隣

3 施設から 2 日間で 195 人の透析患者を受け

入れた。非常時用電力は災害拠点病院として

72 時間の対応能力を備えていたが、他院から

の紹介や在宅患者のバックアップなど、想定より

電力需要が増えたため、急遽燃料重油の補給

が行われた。そのほか、患者の避難対応などの、

災害時患者受け入れのシステム作りやマニュア

ル作成が必要であった、と指摘している 5）。 
 また、北海道札幌市の医療法人では、対象と

する在宅患者が 190 名おり、そのうち 156 名が

在宅人工呼吸器を使用していた。そのなかで 38
名（24％）が生命維持装置として 24 時間人工呼

吸器を使用していた。残る 118 名（76％）は就寝

時のみに人工呼吸器を利用する患者であった。

これらの患者は、人工呼吸器以外にも喀痰吸引

器、機械式排痰補助装置、酸素吸入器など多く

の医療機器を日常的に用いて生活しており、そ

れらはすべて電源を必要としているため、電気

依存度が高かった。停電の長期化に伴う電源確

保のために避難入院した在宅患者は 41 名で、

うち 29 名が 24 時間の人工呼吸器患者であっ

た。これら在宅患者の受け入れをした医療機関

は 16 施設であった（内災害拠点病院は 33％）。

これら多くの医療機関は、非常電源を稼働させ

ながら患者対応にあたっていた。在宅医療患者

の病院への避難時の課題として、病院への避難

の指示が出された。しかし、病院側の受け入れ

体制が整っておらず、入院を断られた事例も発

生しており、非常時の避難先や入院打診方法を

事前に検討しておく必要性が再認識された。他

の電源確保手段については、日頃から利用して

いる事業所や知人・親戚宅に身を寄せた在宅患

者が 12 名、医療機器のみを自宅以外の場所で

充電して賄った在宅患者が 38 名にのぼった 6）。

一方、電源が確保できる場所の情報は SNS 上

などで誤ったものが流れるなど、混乱した。充電

が可能な場所を事前に指定することや、リアルタ

イムに把握できるようにすることが必要である。 
 
２．二次救急医療機関の設備等における課題の

抽出 
 厚労省の調査によると、調査対象施設数は

8,175 施設で、そのうち 3,414 施設が二次・三次

救急医療施設であった（内災害拠点病院 836 施

設）。 
非常電源は多くの医療機関で保有をしている

（図 1）。しかし、平時の消費電力に対する蓄電

容量や、水害時を想定した発電機設置場所の検

討については、評価できない。 
 また、在宅医療患者数の把握がなされておら

ず、停電時の病院への避難が可能か否かを判

断するための体制も不足している（図 2）。加え

て、在宅人工呼吸器の災害時対応は個々の医

療機器製造販売業者によって依存されている場

合もあるために、情報が共有できない課題もあ

る。 
 災害時にこれらのような情報を取り扱う上では、

情報の電子化およびインターネット通信は必要
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不可欠であるが、災害時にインターネットが使用

できる医療機関は限定されている（図 3）。 
 

 
図 1．自家発電の有無 

 
 

 
図 2．在宅人工呼吸患者の安否確認の体制の

有無 
 

 
図 3．災害時に使用できるインターネット回線の

有無 
 

３-1．保健所へのヒアリング 

保健所は、在宅人工呼吸管理が行なわれてい

る在宅患者に対して、災害時個別計画の作成を

行なっている。この計画は、患者自身が災害時

に行動するときに必要な情報の集約、支援人材

や収容施設の情報の記載がなされており、自

助・共助を促すことにつながる可能性がある。 

一方、この計画は、災害時の医療ニーズを把

握する上で有用なデータであるが、多くの自治

体で災害時に情報を共有するために電子化が

必要である。また、個人情報の観点から情報提

供を拒む在宅患者も存在する。 
 

3-2．在宅人工呼吸器医療機器製造販売業者の

災害時情報共有について 

各社、在宅人工呼吸患者の情報を多く持ってお

り、医療機器製造販売業者によっては自社開発

ソフトウェアを用いて、患者のマッピングを行ない、

情報共有するシステムを構築している（図 4）。こ

れらは医療ニーズや人工呼吸器を管理する上で

有用であり、災害時対応の重要なカウンターパ

ートとなる。一方では、それぞれの企業ごとにシ

ステムが異なることや、個人情報のセキュリティ

など情報共有に向けての障壁は多い。また、電

源や通信が途絶えた環境では使用できなくなる

可能性もある。 

 
図 4．在宅人工呼吸器メーカーの災害時情報共

有システム 
 

４．COVID-19 パンデミックでの医療機器供給体

制について 

欧米では人工呼吸器の不足が起こり、人命に

影響を及ぼす事態も発生した。本邦においても、

医療機器の国内在庫が把握できず、世界的な

サプライ・チェーンの途絶による生命維持管理装

置の不足のために、機器供給逼迫が懸念された。 
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医療機器の在庫の把握に関しては、Gathering 

Medical Information System：GMIS が開発され、

入院病床を有する病院（20 床以上）の全国の医

療機関から情報が提供され、政府 CIO ポータル

で公開されている。これにより、人工呼吸器や

ECMO などの装置や消耗品の在庫数や稼働数

などを把握することができる。しかし、それぞれ

の医療機器消耗品在庫数情報の把握は人海で

集められ、高度な医療を提供するための人材不

足も課題となっている。 
 
Ｄ．考察 
■病院施設の課題 
（非常電源の課題） 
 これまで、病院での災害対応は災害拠点病院

にフォーカスして行われていた。しかし、北海道

胆振東部地震の災害拠点病院では、医療資源

を多く必要とする透析患者の治療が行われるな

ど、医療ニーズの増加によって非常時用電力を

想定外に使用した。大規模災害時の患者数の

増加を想定し、災害拠点病院のみならず、地域

の二次救急病院でも医療を維持し、患者を受け

入れるための体制作りが重要と考える。 
 厚労省の調査によると非常電源はほとんどの

医療機関に配置されている。しかし、「非災害拠

点病院」の燃料の備蓄量は義務づけられてはな

いが、「災害拠点病院」については、３日分程度

の備蓄が定められている。非災害拠点病院では

電源を確保している病院は 30％未満であり、1
〜3 日分の燃料備蓄しかない病院が全体の

23％、10 時間未満しか燃料備蓄をしていない病

院が 26％であった 7）。燃料貯蔵タンクの拡張が

解決策となりえるが、用地や資金確保が困難な

ために諦めざるを得ない病院が多いと報告され

ている 7）。 
 北海道で調査結果では、24 時間在宅人工呼

吸療法が必要な在宅患者は電源が必要なため、

病院への避難が必要な場合がある。しかし、①

現状では受け入れ体制は不十分であり、②人工

呼吸器の医療機器製造販売業者に平時から緊

急時対応を依存しており、③災害時に在宅患者

の状況を把握するためのツールが存在しない、

などの課題がある。 
 大規模災害時には、災害拠点病院のみでは患

者対応が困難であるため、二次救急医療機関に

おいても大規模停電時の受け入れ体制の構築

が必要である。また現状は大規模災害が発生し

てから各医療機関が病院内の電力状態を調査

し、広域災害救急医療情報システム（EMIS）に

入力しているが、情報取得までに時間がかかり、

正確性にも課題がある。電力状況をリアルタイ

ムに情報把握できる仕組み（図 5）や、平時から

の停電時シミュレーションを行うことが必要と考

える。 
  

図 5．動的データを使用した電源管理のイメージ 
 
（通信の課題） 
  災害時は様々な情報をインターネットで共有

しているが、厚労省のアンケートによると、「停電

時に使用できる回線を有している」と答えた医療

機関は少ない。災害拠点病院では、衛星電話を

有しているが、老朽化に伴い快適な回線速度を

維持することが困難な場合もある。 
 次世代の衛星通信システムなどへの更新が必

要である。 
 
■医療機器／消耗品の把握の課題 
（医療機器の専門人材と管理システムの活用） 

現代の医療の進歩は目覚ましく、多くの医療機

器が開発され、患者の予後の改善に寄与してい

るが、医療機器の操作や管理は複雑になってお

り、専門職として臨床工学技士が安全な医療の

提供を担っている。一方、医療機器管理システ

ムによって、医療機器の稼働率、SPD センター

のデータベースから消耗品の情報などを自動的

に出力し、共有する仕組みは大規模災害時に有

効であると考える（図 6）。 
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図 6．地域医療資源マッピング 

 
■人材 
 災害時の医療機器の運用は、患者にあった装

置を、適切なインフラ環境で、安全に医療機器管

理を包括的に行うことができる人材が、マネジメ

ントを行うこと、で効果を発揮する。特に人工呼

吸器のような高度医療機器を扱い、有事の備え

および対応を行うためには、臨床工学技士のよ

うな専門職が各医療機関に必要不可欠である。 
また、臨床工学技士会などの職能団体が医療

機器の専門家として災害時に都道府県保健医

療福祉調整本部と連携する必要があると考える。 
 
■多機関連携 
近年の災害においても、多くの高齢者や障害

者等の方々が被害に遭われている状況を踏ま

え、 災害時の避難支援等を実効性のあるものと

するためには個別避難計画の作成が有効とされ

たことから、令和３年の災害対策基本法の改正

により、 避難行動要支援者について、個別避難

計画を作成することが市町村の努力義務とされ

た。これを用いれば、患者の状態や医療機器情

報などを把握することができる。そして災害時の

病院避難の必要性が検討できるため、病院側の

受け入れ体制の構築にもつながる。 

また、医療を提供する地域には人工呼吸器医

療機器製造販売業者、医薬品卸売業協会など

多くのステークホルダーがおり、それぞれが情報

をもっている。これらの情報を収集し、多機関が

連携することで、災害対応は効率的になる可能

性がある（図 7）。 

 
図 7．多機関連携による情報収集 

 
 例えば大阪府では、約 750 人の人工呼吸器

使用の在宅患者がおり、災害対策として個別災

害対策の策定・推進に取り組んでいる。2020 年

1 月に大阪府在宅患者災害時支援体制整備事

業により府内の訪問看護ステーションをブロック

分けし、44 カ所に簡易発電機 88 台、蓄電機 88
台、医療資材が設置された。また、災害時に発

電機や医療機器を安全に使用するための研修

や訓練を自治体、医師会、大阪府臨床工学技士

会など多機関で開催し、地域全体で支援の体制

構築に取り組んでいる 8）。 

 これらのような活動を通して、地域ごとのニー

ズや資源に沿った個別避難計画の策定や、病

院への避難体制の構築などが行われていく必要

がある。このような災害対応体制構築のための

予算確保や臨床工学技士による管理に係る診

療報酬の改定は、安全性の向上や持続可能な

事業にするための仕組みづくりとなるであろう。 

 
Ｅ．結論 
 災害時等でも安全で適切な医療を提供していく

ためには、有事を想定し BCP として施設、資機

材、人材、多機関連携の備えをすることが必要

である。北海道胆振東部地震では、長時間の停

電が発生した。生命維持管理装置を使用する患

者は、電力依存が高いため、災害拠点病院のみ

ならず、地域の医療機関でも受け入れられるよう

な対策が必要である。それには、各医療機関の

電力需給や残量の見える化、個別避難計画に

基づく患者情報のマッピングと事前の医療機関

との連携が重要である。また、新型コロナウイル

スパンデミックでは、医療機器と消耗品の数の把

握や医療機器を扱う人材不足が課題となった。 
 今後は医療機関のインフラや資機材情報を

IoT やデジタル化したデータを用いた情報収集

システムの構築及び、A-MACS への搭載を行な

っていきたい。 
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令和 3，4 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

研究分担報告書 

防災計画・地域医療計画と病院業務存続計画との関連に関する研究 

 
研究分担者  伊藤弘人 （独）労働者健康安全機構 本部研究ディレクター 

（現東北医科薬科大学医学部医療管理学教室 教授） 
              （Healthcare BCP コンソーシアム） 

 

研究要旨：国や自治体が策定する防災計画・地域医療計画と病院が策定する業務存続計画は、主体が異

なるために独立して整備が進められてきた。本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と病院業務存続

計画との関連性や可能性を模索するために、災害の高齢者への影響の分析と日米での取り組み事例の収

集に基づき、我が国で求められる地域医療の在り方を考察することである。方法：調査は、公表資料の

収集・分析、インターネット検索および有識者へのヒアリングに基づいて行われた。（１）災害におけ

る高齢者への影響の分析、および（２）地域での災害への影響を抑える病院が関係する日米の事例を収

集した。そして（３）調査初年度の研究成果に関する有識者による議論を通して、災害に強い地域づく

りに寄与する病院に関するフレームワークを開発した。結果：（１）我が国が近年経験した地震および

風水害において、被災者に占める高齢者の割合は、当時の住民の高齢者割合より高かった。（２）米国

では各地域での医療・介護連携（Healthcare Coalition）の強化の必要性が認識されていた。我が国にお

いて、労働者健康安全機構、日本赤十字社および日本災害リハビリテーション支援協会において先進的

な事例の存在が認められた。（３）開発したフレームワークは、病院内の事業継続計画（基盤的な医療

の提供と被災地外からの支援の受け入れ）、および病院外における減災のための病院マネジメント（医

療介護連携の強化とインフラやコミュニティマネジメントの促進）から構成された。まとめ：本研究結

果は、災害拠点病院は地域密着型病院への災害への平時の備えを促し、地域密着型病院は地域の医療・

介護組織やボランティア組織など様々な地域組織との連携を通して災害への平時の備えを促す役割が

期待されていることを示唆している。平時の診療活動における病院の工夫によって、災害への備えのハ

ブ組織として能動的な役割を担うことが、病院には期待されている。 

 

研究協力者 

丸山嘉一：日本赤十字社災害医療統括監

（Healthcare BCP コンソーシアム） 

野口英一：戸田中央医科グループ災害対策特別

顧問（Healthcare BCP コンソーシアム） 

有賀徹：労働者健康安全機構理事長 

（Healthcare BCP コンソーシアム） 

 

Ａ．研究目的 

 病院の業務存続計画（Business Continuity 

Plan: (BCP)とは、災害などの緊急事態が発生し

たときに、組織の損害を最小限に抑え、事業

（業務）の継続や復旧を図るための計画を意味

する。なお、一般に事業は営利目的を、業務は

非営利目的の活動を指すため、本報告書では「業
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務」という語を用いる。我が国では、2005 年か

ら、民間事業者向けの BCP の策定が、情報セキ

ュリティ分野（経済産業省）や地震を想定した

全般的ガイドライン（内閣府）などで始まった。

2013 年の災害対策基本法改正で全般的ガイド

ライン第 3 版（内閣府）が示されたものの、医

療組織で業務存続が意識されるようになったの

は災害拠点病院での BCP 策定が義務化された

2017 年度からである。 

 一方、国や自治体が進める防災計画は、災害

対策基本法制定（1961 年）に始まり、2013 年

の改正では、避難行動要支援者名簿が規定され、

また地区防災計画制度も整備された（スタート

は 2014 年度）。 

 注目すべきことは、病院などでの個別組織の

BCP と、国や自治体が策定する防災計画は、主

体が異なることから、独立して整備が進められ

てきたことにある。災害時にはどちらも運用が

開始されるため、日ごろから連動・連携がなさ

れれば相乗効果が期待できそうであるが、これ

まで両者の関係を考察することは稀であった。 

本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と

病院業務存続計画との関連性や可能性を模索す

るために、災害の高齢者への影響の分析と日米

での取り組み事例の収集に基づき、我が国で求

められる地域医療の在り方を考察することであ

る。わが国は超高齢社会を迎えており、特に高

齢者に焦点を当てて考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

調査は、公表資料の収集・分析、インターネ

ット検索および有識者へのヒアリングに基づい

て２つのアプローチで行われた。 

第 1 に、国内の既存資料を総合し、災害にお

ける高齢者への影響を分析した。対象とする災

害を、地震および風水害とし、被災者（災害関

連死を含む死亡）の年齢構成と、発災時の被災

地域の年齢構成を把握している出版物をインタ

ーネットやヒアリングを通して収集して比較を

した。 

第 2 は、地域での災害への影響を抑える病院

が関係する日米の事例を収集した。まずインタ

ーネットを通じて、災害（disaster）、レジリエ

ンス（resilience）、病院（hospital）および業務

存続計画（business continuity plan）をキーワー

ドで検索した。また、有識者へのヒアリングを

行い、各組織で実務的に取り組んでいる事例を

収集した。ヒアリングは、労働者健康安全機構、

日本赤十字社、日本災害リハビリテーション支

援協会、Healthcare BCP コンソーシアムに対し

て実施した。 

第 3 に、調査初年度の研究成果に関する有識

者による議論を通して、災害に強い地域づくり

に寄与する病院に関するフレームワークを開発

した。議論は、日本臨床救急医学会および日本

地区防災計画学会において実施した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、直接利用者に調査をする手法を

とっていない。ただし、研究を遂行する上で、

倫理的側面を充分に配慮しながら実施した。な

お、本研究分担・協力者は、ヒアリングを行っ

た組織のいずれかに所属している。 

 

Ｃ．研究結果（資料参照） 

１．地震による被害・想定被害 

 我が国がこれまでに経験した地震に関する被

害者数および今後想定されている地震での最大

被害者数を図 1 に示す。円の面積が規模を示し

ており、今後想定される首都直下型・南海トラ

フ・日本海溝・千島海溝での地震での最大想定
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被害（府省庁発表）は、阪神・淡路大震災や東

日本大震災を超えていた。 

 

図 1．我が国における経験・想定地震の被害 

脚注：*最大想定  円の面積＝規模 
    M: magnitude（マグニチュード） 

 

 

２. 地震・風水害で高齢者での被災割合が高い 

 近年我が国が経験してきた地震と風水害にお

いて、被災者に占める高齢者割合を表 1 に示す。

たとえば、東日本大震災において、被害者男性

における 60 歳以上の高齢者の割合は 63.6%で、

これは被災 3 県における当時の高齢者の人口構

成割合（28.8%）より高かった 1)。 

 
表 1. 地震および風水害における高齢者被害 

 基準年 

高齢者割合（%） 

A/B 
A: 被災

者 
B: 同地

域前年 

阪神淡路大震災 
（60 歳以上）* 

1995 

男 55.0 17.4 3.16 

女 60.9 21.6 2.82 

東日本大震災 
（60 歳以上）* 

2011 

男 63.6 28.8 2.21 

女 66.7 35.1 1.90 

風水害 
（65 歳以上）** 

1999～2003 36.51)※ 17.9※ 2.04 

2004～2016 54.81)※ 23.2※ 2.36 

2017 70.72) 27.7 2.55 

2018 58.93) 28.1 2.10 

*有賀らの研究 1)   **牛山らの研究 2-4) 
 

 風水害においても、同様に被災者に占める 65

歳以上の高齢者の被災割合は、同時期の高齢者

割合よりも高かった 2-4)。 

同様の傾向は米国でも報告されていた 5-7)。ハ

リケーン・カトリーナ／リタ（2005）では、死

亡者に占める 65 歳以上の割合は 71% (75 歳以

上では 47%)であった（当時の人口構成で 60 歳

以上は 15%）。 

 

３．米国：Healthcare Coalition (HCC) 

アメリカでは、2001 年 9 月 11 日に発生した

アメリカ同時多発テロ事件以降、自然災害を含

む災害への備えに関する検討が重ねられてきた。

なかでも、ジョンズ・ホプキンス大学ブルーム

バーグ公衆衛生大学院／健康安全保障センター

健康安全保障プロジェクトチーム（主任研究

者：Eric Toner, MD）の報告書は注目に値する 8)。

このチームでは、パンデミック・オールハザー

ド事前準備法（ Pandemic and All-Hazards 

Preparedness Act）の改正のタイミングで、重

大な疾病や傷害の原因となり得る、全米で対策

が必要な災害を 4 つのタイプに分類し、必要な

備えの提言を行った（表 2）8)。 

 

表 2. 災害のタイプと必要な備え 

医療機能 タイプ 事例 必要な備え 

残存 

比 較 的 小

規 模 な 傷

病事案 

竜巻、銃乱射、

限局地域での

感染症 
医療・介護連携* 

複 雑 な 集

団 災 害 事

象 

ボストンマラ

ソン事件、限局

的なバイオ・テ

ロ、致死的感染

症の限局的ア

ウトブレイク 

複数の災害医療の

拠点病院 
複数の医療・介護

連携* 

一部被災 
（救急患

者の一時

的増加） 

大 規 模 自

然災害 

ハリケーン・カ

トリーナ、中規

模地震 

複数の医療・介護

連携* 
地域のレジリエン

ス 
連邦政府 

壊滅的な

被災 

医療・介護

壊 滅 的 大

災害事象 

核爆発、大規模

バイオテロ、大

地震 

被災地外からの調

整・資源 

Toner ら 8)     *Healthcare Coalition (HCC) 

 

ここで「医療・介護連携」とした Healthcare 
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Coalition (HCC) は、2002 年から、病院災害対

策の一環として、急性期病院、地域の公衆衛生

組織、地域の救急医療サービス提供者、緊急事

態管理組織等から構成される地域の組織を意

味する 8-10)。なお、病院災害対策（HPP: Hospital 

Preparedness Program)とは、災害対策におけ

る政府のコントロールタワーである事前準

備・対応担当次官補局（ASPR）内のプログラ

ムで、医療体制の備えに関する連邦政府唯一の

予算事業である。 

米国全土での HCC（医療・介護連携）への

加盟率は、急性期病院の 92%、公衆衛生組織

の 90%、救急マネジメントサービスの 82%そ

して救急医療サービスの 42%と報告されてい

る（2020 年 6 月末）11)。 

前述したジョンズ・ホプキンス大学のチーム

では、あらゆるタイプの災害における健康維持

への悪影響に対する国のレジリエンスを強化す

るために、次の 5 つの事項を推奨していた 8)。 

 

1. HCC の発達・成熟に焦点を当てながら、病院災害

対策を支援 

2. 地域の災害医療団（ボランティア）と全米災害医

療システムの各単位について、各地におけるそれ

ぞれの HCC との統合を推進 

3. 各地域のレベルで「レジリエンスの文化」を推進

するために新しいプログラムを開始 

4. 「災害拠点病院」のネットワークを創設 

5. 壊滅的大災害事象への備えに焦点を当てた新プロ

グラムの事前準備・対応担当次官補局での創設 

*HCC: Healthcare coalition（医療・介護連携） 

 

なお、医療・介護連携（HCC）を含む病院災

害対策（HPP）の予算は、設立時（2002 年）か

ら 16 年間で 56%減少した 12)。HCC（医療・介

護連携）組織での教育・訓練を進める障壁とし

ては、保健医療専門職の中で、随所での支援、

インセンティブと要件がないことが指摘されて

いる 13)。また病院幹部の継続的なリーダシップ

の重要性も論じられている 14)。 

 

４．我が国での取り組み例 

 既存資料の精査および有識者へのヒアリング

の結果、防災計画・地域医療計画と病院業務存

続計画との連動に関して我が国で注目すべき事

例が 3 つの組織で確認することができた。 

 なお、それぞれの特徴を理解する枠組みとし

て、病院と地域とを 3 層に整理した図 2 を用い

た。病院は、地域の医療・介護連携組織との連

携が考えられる。さらに地域の多様な関係者（基

層）との連携が想定できる。 

 

 

図 2．病院と地域との関係の模式図 

 

1) 労働者健康安全機構 

1-1) 和歌山労災病院 

独立行政法人 労働者健康安全機構 和歌山労

災病院では、「新型コロナウイルス」対策に関す

る訪問研修を感染管理認定看護師が行うことで、

病院の持つ技術やノウハウを地域組織へ技術移

転する取り組みが進められていた。対象施設に

は、介護施設が含まれており、これは医療・介

護連携を通して、介護施設が「感染症」という

災害に対する対応技術・経験を高めることを意

味する。 

また、学校・保育園・幼稚園などへの出張研
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修は、医療・介護連携を超えた、地域での「基

層」ともいうべき構成施設へも技術移転がなさ

れていることを示唆していた。 

1-2) 愛媛労災病院 

愛媛労災病院では、地域の医療施設との間で

の相互連携で評価される診療報酬（感染防止対

策地域連携加算）の考え方を拡張し、介護施設

との連携を強化していた。これは、日頃の医療・

介護連携の取り組みと連動するように実施され

ていた。具体的には、看護部と介護施設職員と

の意見交換会（年 2 回）、認定看護師による介護

施設・訪問看護施設職員研修会 （年 6 回）、症

例ごとにケアマネージャー、施設職員とカンフ

ァレンス（介護支援連携指導料）、看護部長・連

携室師長の介護施設・訪問看護施設への訪問が

行われていた。 

 

2) 日本災害リハビリテーション支援協会 

 一般社団法人 日本災害リハビリテーション

支 援 協 会 （ Japan Disaster Rehabilitation 

Association Team: JRAT）は、東日本大震災を

契機に活動が始まり、2020 年に法人化した組織

である 15-17)。全国組織である JRAT には、各都

道府県に災害リハビリテーション支援チームを

派遣・展開できる JRAT 機関として「地域 JRAT」

を設立・組織化している 16)。 

 この地域 JRAT の目的は、「都道府県単位で組

織化されたもので、その都道府県を代表して、

平時には災害リハビリテーションチームの育成、

関係各機関・団体との連携強化および地域住民

への教育・啓発等、防災・減災活動を実施する

とともに発災時には組織的かつ直接的支援を行

う核となる」とされている 15,16)。地域での「代

表性」を表明していることは、地域 JRAT の特

徴である。JRAT の活動の原則として、「助言は

しても、直接的リハビリテーションサービスの

提供は行わず、速やかに地元の医療や介護保険

サービスにつなぐこと」を重視している 15)。

「JRAT の活動は地域包括ケアにも通じる“地域

リハマインド”が基盤」となっているため、リハ

関連職が日頃から積極的に地域リハ活動に参加

することを推奨している 17)。 

 ヒアリングの結果、長崎では「災害時も機能

する地域包括ケア時代の見守り・支え合いシス

テム」の構築を進めていることが明らかになっ

た。 

 

3) 日本赤十字社 

日本赤十字社は、昭和 27 年に日本赤十字社法

が制定されたことにより、中立性をもった人道

的な活動を行う認可法人として多様な活動をし

ている 18, 19)。各地域での防災計画・地域医療計

画と病院業務存続計画との連動に関しては、赤

十字病院と赤十字ボランティアとの連動を模索

していることは、今後の発展が期待できると考

えられた。 

 グループで活動している赤十字ボランティア

形態として、市区町村ごとに組織された「地域

赤十字奉仕団」、おおむね 18～30 歳の社会人や

学生などで組織された「青年赤十字奉仕団」、さ

まざまな専門技術や職業を活かして活動する

「特殊赤十字奉仕団」の３種類が存在する 18)。 

 特に基礎自治体との繋がりの強い「地域赤十

字奉仕団」では、医療・介護連携の強化を進め

る取り組みを赤十字病院とモデル活動を開始し

ている。現段階で「災害医療」との連動ではな

いが、日本赤十字社の災害救護規則で災害救護

活動は位置づけられている。また、日本赤十字

社は災害対策基本法における「指定公共機関」

であり、また災害救助法（救助協力義務）・大規
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模地震対策特別措置法等（救護業務）での役割

もある。現在進めている赤十字病院の関与する

地域での医療・介護連携の強化は、災害発生時

には絶大な効果を発揮するものと考えられる。 

 ヒアリングの結果、少なくとも次の 4 病院の

地域で、病院と医療・介護連携の強化が進めら

れていることが明らかになった。 

 

3-1) 石巻赤十字病院 

 病院内の医療社会事業課に赤十字普及担当専従職

員を配置（支部との連携強化） 

 副院長による石巻地区小中学校対象に「防煙教室」

「たばこと健康教育教室」の開催時の赤十字普及

活動 

3-2) 武蔵野赤十字病院 

 武蔵野市の高齢者福祉計画の・第 7 期介護保険事

業計画に協力 

 認知症サポーター養成講座の開催と行政からの講

師の招聘 

 地域における訪問看護等の協議会の担当 

 地域におけるサロン事業の展開 

 地域での総合防災訓練における医師会、住民との

連携 

 老人会、地域の会合への職員の参加 

 病院の医療社会事業課を窓口とした、地域の小中

学校への医療職の講師派遣 

3-3) 岐阜赤十字病院 

 病院内の在宅支援室に地域住民から医療・介護・

生活に関する相談窓口を設け、選任職員を配置 

 早田地域日赤奉仕団による「そっと見守り隊」結

成（何かあれば岐阜赤十字病院の在宅支援室に連

絡し民生委員につながるシステムの構築）：行政・

社会福祉協議会・自治会・民生委員・病院・介護

保険事業所・地域包括支援センターとの協働 

2-4) 今津赤十字病院 

 病院の在宅医療連携室に専門スタッフを配置し、

高齢者の健康・福祉についての相談対応やボラン

ティアの受け入れ 

 地域の 9 施設からなる「今津福祉村」への参画 

 災害時に活用できる健康生活支援講習の導入によ

り、医師、看護師以外のメディカルスタッフの参

加の増加 

 

５．フレームワーク 

開発したフレームワークは、（１）病院内の

事業継続計画（基盤的な医療の提供と被災地外

からの支援の受け入れ）、および（２）病院外

における減災のための病院マネジメント（医療

介護連携の強化とインフラやコミュニティマネ

ジメントの促進）から構成された。 

このフレームワークを概念図に整理して発表

し、その図をさらに平易にしたものを図 3 に示

す。 

 

図 3．概念フレームワークを論文化した図* 

 

*Ito H & Aruga T. International Journal of 

Disaster Risk Reduction 77: 103032, 2022.  

 

Ｄ．考察 

１．災害は脆弱な高齢者を襲う 

 本分析で、国内外を問わず、災害は脆弱な高

齢者を襲うことが明らかになった。世界で最も

高齢化が進む我が国においては、地域医療関係

者を含むあらゆるセクターが、災害対策に一層

取り組む必要がある。 

 東日本大震災で、防ぐことのできた災害死の

研究においても、災害拠点病院のみならず、す

べての医療機関における業務存続計画（BCP）

の策定が必要であることを示唆している 20)。 
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２．医療制度の枠外のシステムとの連動 

米国では、災害に強い地域づくりをめざした

Healthcare Coalition が政府の病院災害対策の柱

となっていた。予算の削減に直面しているもの

の、災害に強い地域づくりを目指す地域医療の

在り方は、政府の災害対策の大方針であると考

えられる。 

我が国で、この考え方に整合する手がかりと

して、Healthcare BCP コンソーシアムの開発し

た病院評価基準の 3 領域で整理すると理解しや

すい（表 3）21-23)。第 1 領域で病院での業務存

続計画（BCP）の作成を促し、第 2 領域で医療・

介護連携の強化を、第 3 領域でさらに広いセク

ターとの連動を促している。 

 

表 3. 病院評価基準の 3 領域* 

第 1 領域 病院としての機能存続と地域におけ

るリーダーシップ 

第 2 領域 
災害への備えとしての「医療・介護連

携」の推進と支援 
第 3 領域 地域における防災力の向上への支援 

*Healthcare BCP コンソーシアムの評価基準 21-23) 

 

1) 地域包括ケアシステムとの連動 

 本研究で確認できた 3 つの組織では、すべて

医療・介護連携を強化していた。これは、介護

保険制度の基盤にある「地域包括ケアシステム」

との連動を目指していることを意味する。 

 地域包括ケアシステムとは、「高齢者の尊厳の

保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な

限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人

生の最期まで続ける」ことを目指して構築が進

められている地域の包括的な支援・サービス提

供体制のことである 24)。保険者である市町村や

都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、

地域の特性に応じて作り上げていくことを求め

ていることに特徴がある 25)。 

 地域包括ケアシステムは「植木鉢」のイラス

トをイメージとして説明されることが多い（図

4）24, 25)。「医療・介護」は植木鉢のひとつの「葉」

として表現されている。本研究テーマである「災

害に強い地域づくりに寄与する医療の在り方」

という観点からは、「葉」である医療・看護の拠

点組織が、植木鉢全体に「災害への備え」に関

する技術移転・普及啓発を図ること目指してい

るととらえることができるかもしれない。 

 

図 4. 地域包括ケアシステムのイメージ 24, 25) 

 

2) さらに広いセクターとの連動 

 本研究で、モデルとして取り上げた労働者健

康安全機構と日本赤十字社では、医療・介護連

携を超えさらに広いセクターとの連動の可能性

を示唆していた。具体的には、和歌山労災病院

における「学校・保育園・幼稚園」への出張研

修であり、災害医療ではないものの地域赤十字

奉仕団における赤十字病院との連動である。 

 これらの地域社会の「基層」ともいうべき組

織との病院活動との連動は、病院が地域を包括

的にとらえる契機となる可能性を秘めている。

換言すれば、地域医療計画と地域防災計画との

連動の手掛かりともいうべき取り組みと考える

ことができる。 

 医療と地域社会の基層の組織との連携に関し

ては、「地区防災計画」との連携の模索が始まっ

ている 23)。地区防災計画は、災害対策基本法の

改正で 2013 年 6 月に創設された 26)。従来のト
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ップダウンの行政主導の地域防災計画に加えて、

ボトムアップの住民主導の地区防災計画が必要

との判断に基づく新しい取り組みと位置付けら

れている 27)。 

 

３．本テーマの背景にある基本的な論点 

「防災計画・地域医療計画と病院業務存続計

画との連動」というテーマの背景には、連動の

在り方に関する論点を整理する必要がある。こ

れは連動をめざす「圏域」の設定につながるか

らである。 

1) 自助・互助・共助・公助について 

 介護保険では、自助・互助・共助・公助につ

いての議論がなされてきた（表 4）。ただし、そ

の文脈には「地域差」があり、自助・互助・共

助・公助の適切なバランスを模索する必要があ

るとされ 25)、明確な原則は示されていない。な

お、介護保険法第 4 条で、皆保険給付の前提と

して、国民が自らの健康増進を行い、要介護状

態になることを予防するよう努める義務を定め

ており、「共助」の前に「自助・互助」が優先さ

れる方向性は指摘されていた 25)。「防災計画・地

域医療計画と病院業務存続計画との連動」とい

うテーマへの明確な手がかりを得られる段階で

はないと考えられた。 

表 4. 地域包括ケアと自助・互助・共助・公助* 

自助 自分のことを自分でする／自らの健康管理（セルフケ

ア）／市場サービスの購入 

互助 当事者団体による取組／有償ボランティア／ボランテ

ィア活動／住民組織の活動 

共助 介護保険に代表される社会保険制度及びサービス 

公助 一般財源による高齢者福祉事業等／生活保護 

*地域包括ケア研究会 25) 

 

2) 補完性原則 

一方で、「補完性原則」という観点からは、「連

動」の基本単位である「圏域」の規模に関する

手がかりが示唆されていると考えられた。この

原則は、「基本的には個人や小規模グループので

きないことだけを政府がカバーする」とする考

え方である。従来から存在していたが、その言

葉（principle of subsidiarity）自体が法的文書に

初めて明記されたのは、1992年2月に調印され、

1993 年 11 月に発効した EU のマーストリヒト

条約（EU 文書）であるといわれている。 

我が国では、地方分権時代の基礎自治体の在

り方を考える上での観点として、平成 15 年

（2003 年）に、次の通り初めて登場した（第

27 次地方制度調査会「今後の地方自治制度のあ

り方に関する答申」平成 15 年 11 月 13 日）。 

○ 今後の我が国における行政は、国と地方の役

割分担に係る「補完性の原理」の考え方に基

づき、「基礎自治体優先の原則」をこれまで以

上に実現していくことが必要である。基礎自

治体の規模・能力はさらに充実強化すること

が望ましい。 

○ 地方分権改革が目指すべき分権型社会におい

ては、住民自治が重視されなければならず、

住民や、コミュニティ組織、NPO その他民間

セクターとも協働し、相互に連携して新しい

公共空間を形成していくことを目指すべき。 

3) 基礎⾃治体等の⼈⼝規模と圏域の考え方 
以上から、本研究のテーマの基本となる「圏

域」の⼈⼝規模に関して考える。表 5 は、⻄欧
の 4 か国における基礎⾃治体に関する⼈⼝規模
を⽰したものである 28)。基礎⾃治体の下部単位
である「凖⾃治体」を含めると、4 か国におい
て最も⼩さな圏域の単位は、約 2,000 ⼈（イギ
リス凖⾃治体とフランス基礎⾃治体）から 7,000
⼈（ドイツ基礎⾃治体）と、1 万⼈以下であっ
た。 
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表 5. ⻄欧 4 か国の基礎⾃治体の⼈⼝規模* 
 イギリス フランス ドイツ スウェーデン 

国 
面積 (km2) 241,752 551,695 357,111 450,295 
人口 (万人) 6,180 6,699 8,177 959 

広 
域 
自 
治 
体 

名称 (カウンティ) デパルトマン クライス(郡) ランスティング 

自治体数 [27] 96 412 20 
平均面積 

 
5,515 867 22,498 

平均人口 
 

68 20 45 
基 
礎 
自 
治 
体 

名称 ユニタリー他 コミューン ゲマインデ コミューン 

自治体数 406 36,673 11,993 290 
平均面積 669 15 30 1,553 
平均人口 15.2 0.2 0.7 3.3 

準 
自 
治 
体 

名称 パリッシュ他 なし なし パリッシュ 

自治体数 約 120,000 
  

約 2,600 
平均面積 約 11.0 

  
約 173.0 

平均人口 約 0.2 
  

約 0.4 

*福島康仁（2018）28) 
 

 ここで、我が国の基礎自治体の人口規模を表

6 に示す。我が国の場合は、基礎自治体である

市町村は約 7,3000 人と、前述の 4 か国において

最も小さな圏域単位よりも大きい。4 か国の中

での最小単位の圏域に最も近いのは、市町村に

複数ある「地域包括ケア」の圏域で平均約24,000

人であった。我が国で想定している最小単位の

圏域の人口は、西欧 4 か国のそれより大きいこ

とが示唆された。 

表 6. 我が国の基礎自治体の人口規模 
 

日本 
面積(km2) 377,829 

人口(万人) 12,791 

広域自治体 都道府県 参考：二次医療圏 
自治体数（圏域数） 47 （335） 
平均面積(km2) 8,039 1,126 

平均人口(万人) 272 38 

基礎自治体 市町村 参考：地域包括ケア圏域 
自治体数（圏域数） 1,718+23 (5,270) 

平均面積(km2) 217 71 

平均人口(万人) 7.3 2.4 

（準自治体） 

なし 
【参考】 

自治会／消防団／地区分区（日本赤

十字社）、地区防災計画・・・ 

 

4) 関連計画と病院業務存続計画 
防災計画・介護保険計画・地域医療計画と業

務存続計画との関連を表 7 に整理した 23)。地区
防災計画には明確な⽇常圏域があり、介護保険
事業計画には明確な地域包括ケア圏域がある。
⼀⽅、医療では、ゆるやかな医療圏を国・都道
府県が定めているものの、病院をはじめとした

医療施設が「責任」を持つ医療圏は、救急医療
の領域を除いて存在しない。ここでいう責任と
は、地区防災計画のメンバーや介護保険の要⽀
援・要介護者のように、公的制度から継続的な
⽀援が義務的に求められることを意味する。 

 
表 7. 関係する計画と病院事業存続計画 

 ⽇常圏域 
（地区防災計画） 

地域包括ケア圏域 
（介護保険制度） 

医療（病院等） 
災害拠点病

院以外 
（病院・診療所） 

災害拠点病
院 

根拠 災害対策基本法 介護保険法 医療法 医療法 

圏域 居住地区 
⼩〜中学校区 

概ね中学校区 
（⽬安：⼈⼝ 1〜2 万⼈） 

規定なし 
⼆次医療圏 

（全国 335 圏域） 
対 象
者 

明確 
（メンバー） 

明確 
（要介護・要⽀援認定者） 

不明確 
（受療者） 

不明確 
（受療者） 

拠点 計画に明記 地域包括⽀援センター 各病院 災害拠点病院 

BCP 
策定 計画内（理想） 義務（2024〜） 規定なし 

BCP 策定義務
化（2019） 

上位 
計画 

地域防災計画 
（市町村） 

介護保険事業計画 
（市町村） 

医療計画 
（都道府県） 

医療計画 
（都道府県） 

備考  障害保健計画も類似  災害発⽣時の
「最後の砦」 

BCP: Business Continuity Plan（事業継続計画） 
*伊藤、蛭間、野口、有賀（2021）23) 
 

 

４．地域で求められる役割分担と病院 BCP 

1) 地域医療計画と病院 BCP との連動 

 以上の考察から、防災計画・地域医療計画と

病院の業務存続計画との連動を考える場合、基

礎となる圏域の候補として、西欧 4 か国での基

礎自治体の規模に最も近い「地域包括ケア」圏

域（平均人口約 2.4 万人）は有望と考えられた。

なお、吉里吉里地区の東日本大震災前の人口は、

次の通り約 2,500 人であった 16)。 

 東日本大震災の大津波で町の行政機能が破綻し

た岩手県大槌町（震災前人口約 1.6 万人）の住

民の避難所のひとつ（吉里吉里小学校）では「独

立精神で避難所の自主運営」が行われ、「ボラン

ティアお断り」を宣言した。 

 この吉里吉里地区の震災前の人口は約 2.500 人

であり、小・中学校、それに寺・神社が 1 つず

つあり、地域住民のほとんどが同級・同窓生で

地域のつながりが強く、昔から消防団活動が地
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域の絆の要となっていた。 

 

 災害に強い地域を考える場合、基礎となる圏

域の候補として「地域包括ケア」圏域があり、

この圏域には、さらにいくつかのまとまりを想

定する必要がある可能性が考えられた。その候

補には、自治会や消防団、赤十字奉仕団や地区

防災計画などが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 医療圏での災害への備えと業務存続計画* 

*伊藤、蛭間、野口、有賀（2021）23)および丸山（2021）29) 

 

 一方「地域包括ケア」圏域には、地域密着型

病院や診療所が存在すると考えられる。この「地

域包括ケア」圏域を基礎にして、複数の圏域を

たばねる災害医療拠点として、災害拠点病院を

考えるのが自然ではないだろうか。以上をイメ

ージしたのが図 5 である。 

 

2) 評価の観点 

 最後に、「地域包括ケア」圏域を基礎とした地

域における防災計画・地域医療計画と連動する

病院の業務存続計画を「評価」する場合、病院

の特徴で評価の重みが異なることは明確である。 

 災害拠点病院の場合は、各地域包括ケア圏域

に存在する医療拠点である地域密着型病院や診

療所との連携を強化する必要がある。一方、地

域密着型病院や診療所は、災害医療の基礎とな

る「地域包括ケア」圏域での主役としての意識

を持ち、医療・介護連携の強化とともに、さら

に小さな地域の単位の組織との連携を深める必

要がある。 

 表 8 に、以上の観点を Healthcare BCP コン

ソーシアムが開発した評価基準に対応させて整

理した。 

 

表 8. HBC の評価基準との関連 

評価基準（version 2.1）* 
災害 
拠点 
病院 

地域 
密着 
病院 

1. 病院の機能存続と地域でのリーダーシップ   
   1.1. 災害への備えを進めるための組織体制 ◎ ◎ 
   1.2. 病院 BCP の実効性 ◎ ◎ 
   1.3. 自院が対象とする圏域の把握 ◎ ◎ 

2. 医療・介護連携の推進支援   

  2.1. 医療・介護連携の強化を促す院内体制 〇 〇 
  2.2. 医療関連団体に対する災害への備えに関する啓発 ◎ 〇 
  2.3. 医療介護組織の災害医療の啓発活動への支援 ー ◎ 

3. 地域における防災力の向上への支援   

  3.1. リーダーシップ発揮のための院内体制 〇 〇 
  3.2. 日頃関係のある組織との連携状況 ◎ ◎ 
  3.3. 日頃関係の薄い組織との連携状況 ー ◎ 

 

Ｅ．結論 

災害の高齢者への影響の分析と日米での取り

組み事例の収集に基づき、本報告では、防災計

画・地域医療計画と病院業務存続計画との関連

性や可能性を模索し、我が国で求められる地域

医療の在り方を考察した。その結果、（１）我が

国が近年経験した地震および風水害において、

被災者に占める高齢者の割合は、当時の住民の

高齢者割合より高く、（２）米国では各地域での

医療・介護連携（Healthcare Coalition）の強化

の必要性が認識されていた。労働者健康安全機

構、日本赤十字社および日本災害リハビリテー

ション支援協会において先進的な事例が確認で

きた。また海外の基礎自治体の規模の分析から、

発災時に各地域で自立的に機能する単位として

「地域包括ケア」の圏域は有望と考えられ、平
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時から医療・介護連携を推進することの重要性

を示唆していた。本研究結果は、災害拠点病院

は地域密着型病院への災害への平時の備えを促

し、地域密着型病院は地域の医療・介護組織や

ボランティア組織など様々な地域組織との連携

を通して災害への平時の備えを促す役割が期待

されていることを示唆している。平時の診療活

動における病院の工夫によって、災害への備え

のハブ組織として能動的な役割を担うことが、

病院には期待されている。 
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